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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第１期 第２期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (百万円) 107,327 111,521

経常利益 (百万円) 2,671 2,588

当期純利益 (百万円) 2,694 1,388

包括利益 (百万円) 2,560 2,393

純資産額 (百万円) 61,420 62,734

総資産額 (百万円) 86,682 88,566

１株当たり純資産額 (円) 2,225.392,268.08

１株当たり
当期純利益金額

(円) 112.79 51.60

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 69.1 68.9

自己資本利益率 (％) 5.0 2.3

株価収益率 (倍) 9.77 20.89

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,513 1,762

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △12,536 △5,628

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,440 △3,762

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 15,817 8,185

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
1,416
(448)

1,419
(396)

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第１期 第２期

決算年月 平成23年３月 平成24年３月

営業収益 (百万円) 507 3,702

経常利益又は
経常損失（△）

(百万円) △252 2,335

当期純利益
又は当期純損失（△）

(百万円) △190 2,437

資本金 (百万円) 10,000 10,000

発行済株式総数 (千株) 28,779 28,779

純資産額 (百万円) 55,747 57,195

総資産額 (百万円) 82,459 79,192

１株当たり純資産額 (円) 1,971.222,022.42

１株当たり配当額

(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

25.00

(―)

20.00

(10.00)

１株当たり
当期純利益又は
当期純損失金額（△）

(円) △6.69 86.19

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益金額

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 67.6 72.2

自己資本利益率 (％) △0.3 4.3

株価収益率 (倍) ― 12.5

配当性向 (％) ― 23.2

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
144
(24)

141
(20)

(注) １　営業収益には消費税等は含まれておりません。

２　第１期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、１株当たり当期純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３　第２期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。
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２ 【沿革】

当社は、株式会社テレビ東京、株式会社ＢＳジャパン及びテレビ東京ブロードバンド株式会社を完全子会

社とする株式移転により経営統合し、認定放送持株会社として設立されました。

当社の会社設立以前、以後の企業集団に係る沿革は以下のとおりであります。

　

年月 沿革

　 　

平成22年３月 ㈱テレビ東京、㈱ＢＳジャパン及びテレビ東京ブロードバンド㈱の認定放送持株会社設立による

　 経営統合に関する基本合意書を締結

５月 ㈱テレビ東京、㈱ＢＳジャパン及びテレビ東京ブロードバンド㈱の認定放送持株会社設立による

　 経営統合に関する経営統合契約書を締結、共同して株式移転計画書を作成

10月 認定放送持株会社 ㈱テレビ東京ホールディングス設立、東京証券取引所市場第１部に

　 株式を上場

平成23年１月 ㈱日経シー・エヌ・ビー・シー(現㈱日経ＣＮＢＣ)の株式を取得し、持分法適用関連会社化

７月 ㈱テレビ東京が、地上アナログ12チャンネルの放送を終了

　

なお、当社の会社設立以前の、株式会社テレビ東京、株式会社ＢＳジャパン及びテレビ東京ブロードバン

ド株式会社の沿革については、それぞれ以下のとおりです。

　

株式会社テレビ東京

　
年月 沿革

　 　

昭和43年７月 (財)日本科学技術振興財団テレビ局の放送番組の制作と販売を目的として東京都港区芝公園第18

　 号地に㈱東京十二チャンネルプロダクションを設立(資本金10億円)

昭和48年10月 ㈱東京十二チャンネルに商号変更、(財)日本科学技術振興財団からテレビ事業を譲受

11月 一般総合局へ移行

昭和56年10月 ㈱テレビ東京に商号変更

昭和60年12月 社屋移転、本店所在地変更(東京都港区虎ノ門四丁目３番12号)

平成３年４月 ㈱TXN九州(現・㈱TVQ九州放送)の開局により、当社をキー局とし全国主要都市をカバーするTXN

　 ６局ネットワーク完成

平成15年６月 英文社名を「Television Tokyo Channel 12, Ltd.」から「TV TOKYO Corporation」へ変更

12月 地上デジタル７チャンネルの放送を開始

平成16年８月 東京証券取引所市場第１部に株式を上場

平成20年７月 地上デジタル７ｃｈ推進キャンペーンスタート

平成22年９月 東京証券取引所市場第１部上場を廃止
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株式会社ＢＳジャパン

年月 沿革

　 　

平成10年12月会社設立（資本金25億円）

平成12年12月開局

平成17年６月 商号変更（㈱ビー・エス・ジャパンから㈱ＢＳジャパンへ）

７月 本社を現在の東京都港区虎ノ門四丁目３番１号へ移転

　

テレビ東京ブロードバンド株式会社

年月 沿革

　 　

平成13年３月 コンテンツの開発及び権利処理、インターネット技術の利用による放送コンテンツ等の配信を目

　 的に、会社設立（資本金４億75百万円）

平成17年12月東京証券取引所マザーズ市場に株式を上場

平成21年８月 本社を現在の東京都港区虎ノ門四丁目３番９号へ移転

平成22年９月 東京証券取引所マザーズ市場上場を廃止
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３ 【事業の内容】

　

当社の企業集団（以下、「当社グループ」という。）は当社、連結子会社16社及び関連会社４社で構成

されており、主として㈱テレビ東京を中心とした地上波放送ならびに放送番組等を二次的に利用する権

利その他放送番組等から派生する権利を利用した事業を行う地上波放送事業、放送事業等を機能的に補

完する役割を担う子会社を中心とした放送周辺事業、㈱ＢＳジャパンを中心としたＢＳ放送事業及びテ

レビ東京ブロードバンド㈱を中心としたインターネット・モバイル事業を行っております。

  また、当社は、その他の関係会社である㈱日本経済新聞社とも継続的な事業上の関係を有しておりま

す。

なお、次の４事業は「第５　経理の状況　１　(1) 連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメント情報の

区分と同一であります。

　
(1) 地上波放送事業

[地上波放送]

教育、教養、娯楽及び報道の各ジャンルの調和を基本としてテレビ番組を企画編成し、健全なエンター

テインメント番組や経済情報を中心にした客観的かつ公正な報道番組等を視聴者に提供する一方で、広

告主に対して広告枠の販売を行っております。

広告枠の販売形態

タイムセールス……１つの番組の放送時間の途中で放送する広告枠を販売する形態。広告主は原則と

して当該番組の制作費を負担し、又は他の広告主と分担します。

スポットセールス…１つの番組が終わり、次の番組が始まる間の広告枠を販売する形態。広告主は特定

の番組とは関係なく、広告放送の時間帯や期間、地域等を選択しつつ広告依頼する

こととなります。

　
[国内番組販売]

当社グループが単独放送用或いはネットワーク局同時配信向けに制作した番組等を他の国内地上波放

送、ＢＳ放送、ＣＳ放送、ＣＡＴＶ向け等に販売しております。

　
[ソフトライツ]

ソフトライツは、以下のような「放送番組の周辺権利を利用した事業」と「映画出資事業」等で構成

されております。

「放送番組の周辺権利を利用した事業」は、放送番組に係る周辺権利(ビデオ化、出版化、ゲーム化、玩

具その他の商品化等の権利等)を利用し、さまざまなサービスや商品として展開し収益を上げる当社グ

ループの事業であります。

また、「映画出資事業」は、映画への出資を通じて、興行権のみならず、テレビ放映権、ビデオ化の権利

等映画に関わる周辺権利をも取得し、事業展開を行うことによって収益を上げる事業であり、当社グルー

プが直接行っております。映画興行からの収入だけでなく、パンフレットや録画ソフトの販売、テレビ放

映権の販売等、周辺権利の事業化によって、出資の回収を効率的に行っております。
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[イベント]

ゴルフ、サッカー等のスポーツ競技、オペラ、バレエ、ミュージカル等の舞台、クラシックコンサート、美

術展等のイベントを主催、共催、後援又は協賛して入場料収入等を得る事業を行っております。

　
(2) 放送周辺事業

番組の制作をはじめ、放送事業を機能的に補完する役割を担う事業を行っております。

　
[番組制作]

地上波やＢＳ放送での番組の企画・制作を㈱テレビ東京制作が行っているほか、㈱テレビ東京アート

はスタジオの美術セット制作や照明技術を、また中継を含めた各種技術業務や編集スタジオの運営を㈱

テクノマックスが担うなど番組制作を中心とした事業を展開しております。

　
[通信販売]

通信販売業務では㈱テレビ東京ダイレクトが当社グループの核となりテレビ通販を展開しているほ

か、パソコンやモバイル端末を利用したインターネット通販事業も運営しております。

　

[ＣＳ放送]

当社グループの強みでもあるアニメ分野においては、㈱エー・ティー・エックスが、ＣＳ有料チャンネ

ルにアニメ番組を提供、また番組の企画・制作も行っております。　

　

[音楽出版]

番組の主題歌やエンディング曲などの著作権管理については㈱テレビ東京ミュージックが担ってお

り、また音楽番組やコンサート・イベント等の企画・制作、原盤への出資などの音楽関連事業にも取り組

んでおります。

このほか、番組販売については㈱テレビ東京メディアネットが㈱テレビ東京と連携をとりながら、番組

を販売しているほか、エフエムインターウェーブ㈱では外国語放送を交えた独自色の強いＦＭ放送を展

開しております。

　
(3) ＢＳ放送事業

主としてＢＳデジタル放送の放送事業を行っております。

　
[ＢＳデジタル放送]

教育、教養、娯楽及び報道の各ジャンルの調和を基本としてテレビ番組を企画編成し、健全なエンターテ

インメント番組や経済情報を中心にした客観的かつ公正な報道番組等を視聴者に提供する一方で、広告

主に対して広告枠の販売を行っております。
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[国内番組販売]

当社グループが単独放送用に制作した番組等を他の国内地上波放送、ＣＳ放送、ＣＡＴＶ向け等に販売し

ております。

　
(4)インターネット・モバイル事業

テレビ東京アニメ公式携帯サイト「テレビ東京 アニメモバイル」や、テレビ東京公式携帯サイト「て

れともばいる」など、当社グループの番組コンテンツ配信を行っております。また、スヌーピー・ミッ

フィー等の世界的な人気キャラクターを活用したコンテンツ配信を行っております。フィーチャーフォ

ンはもちろん、急速に普及が進むスマートフォンやタブレット等多様なデバイスに対応、サービス展開を

進めています。

また、テレビ東京、ＢＳジャパンの公式ホームページ制作・運営とそのシステムの構築・技術支援、ス

ヌーピー等キャラクターに関連した商品開発及びＥＣ事業、ソーシャルメディアに対応した新規サービ

スの開発・展開、取引先企業の携帯サイト制作・運用事業など、幅広く事業展開を行っております。
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この結果、当社グループの事業系統図は以下のとおりとなります。

　

事業系統図
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有又は
被所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

㈱テレビ東京
(注)４、５、６、９

東京都港区 8,910
地上波放送事
業

100.00

当社グループにおいてテレビ番組の制作

・放送及び地上波テレビ広告の放送、ま

た放送番組の周辺権利を利用した事業を

行っております。

役員の兼務等は13名であります。

㈱ＢＳジャパン
(注)６

東京都港区 6,700ＢＳ放送事業 100.00

当社グループにおいてＢＳテレビ広告の

放送、またＢＳ放送番組の周辺権利を利

用した事業を行っております

役員の兼務等は１名であります。

テレビ東京ブロードバンド㈱
(注)４、５

東京都港区 700
インターネッ
ト・モバイル
事業

100.00

当社グループ放送番組におけるコンテン

ツのインターネットでの配信業務を行っ

ております。

役員の兼務等は１名であります。

㈱テレビ東京ミュージック 東京都港区 10放送周辺事業
100.00
(100.00)

当社グループ放送番組に係る音楽著作物

の企画制作及び著作権等の管理と音楽番

組の企画制作を行っております。

㈱テレビ東京メディアネット 東京都港区 20放送周辺事業
100.00
(100.00)

当社グループ放送番組の販売を行ってお

ります。

㈱テレビ東京コマーシャル 東京都港区 10放送周辺事業
70.00
(70.00)

当社グループCM放送の準備業務等を行っ

ております。

㈱テレビ東京アート 東京都港区 20放送周辺事業
100.00
(100.00)

当社グループ放送番組における美術装置

の企画制作及び照明業務を行っておりま

す。

㈱テレビ東京システム 東京都港区 10放送周辺事業
100.00
(100.00)

当社グループコンピュータシステムの企

画・管理を行っております。

㈱テレビ東京制作 東京都港区 20放送周辺事業
100.00
(100.00)

当社グループ放送番組の企画制作を行っ

ております。

㈱テレビ東京ダイレクト 東京都港区 20放送周辺事業
100.00
(100.00)

当社グループ放送のテレショップ番組の

企画運営を行っております。

㈱テレビ東京ヒューマン 東京都港区 10放送周辺事業
100.00
(100.00)

当社グループ放送番組における放送準備

業務を行っております。

㈱テクノマックス 東京都品川区 40放送周辺事業
100.00
(100.00)

当社グループ放送番組における制作技術

業務を行っております。

㈱テレビ東京建物 東京都品川区 20放送周辺事業
100.00
(100.00)

当社グループが所有する天王洲スタジオ

の管理運営業務を行っております。

㈱エー・ティー・エックス
(注)３、６

東京都港区 1,281放送周辺事業
44.44
(44.44)
(注)７

当社グループのアニメーション番組をＣ

Ｓ有料放送へ提供しております。

TV TOKYO AMERICA,INC.
米国
ニューヨーク州

US$1,000,000放送周辺事業
100.00
(100.00)

当社グループの米国における報道業務を

行っております。

エフエムインターウェーブ㈱
(注)８

東京都品川区 300放送周辺事業
100.00
(100.00)

当社グループにおいてＦＭ放送事業及び

放送番組の制作をしております。
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名称 住所
資本金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の
所有又は
被所有割合
(％)

関係内容

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　

㈱日経映像 東京都中央区 60放送周辺事業
33.33
(33.33)

当社グループ放送番組の企画制作を行っ

ております。

役員の兼務等は１名であります。

㈱インタラクティーヴィ 東京都港区 100放送周辺事業
42.50
(42.50)

当社グループにおける東経110度ＣＳ委

託放送事業者であります。

㈱チェンジフィールド 東京都港区 40放送周辺事業
40.00
(40.00)

当社グループにおいてモバイルを活用し

たソフトウェア企画、製作及び通信サー

ビスの提供、販売促進のコンサルティン

グを行っております。　　　　　

㈱日経ＣＮＢＣ 東京都千代田区 905放送周辺事業 34.90

当社グループにおいてビジネス経済

ニュースの提供を行っております。

役員の兼務等は１名であります。

(その他の関係会社) 　 　 　 　 　

 
㈱日本経済新聞社

(注)４
東京都千代田区 2,500日刊新聞発行

被所有割合
33.00

当社グループ放送番組の宣伝広告を掲載

しております。

役員の兼務等は１名であります。

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。なお、その他の関係会社につきまして

は、主要な事業の内容を記載しております。

２　「議決権の所有又は被所有割合」欄の(内書)は間接所有です。

３　持分は100分の50以下ですが、実質的に支配しているため子会社としております。

４　有価証券報告書の提出会社であります。

５　金融商品取引法第24条第１項ただし書及び同法施行令第４条第１項に従い、平成24年３月期の有価証券報告書

の提出義務を免除されております。

６　特定子会社であります。

７　平成24年４月27日付で㈱テレビ東京が㈱エー・ティー・エックスの株式を追加取得し、議決権所有割合が

53.21％となっております。

８　平成24年６月20日付で㈱テレビ東京がエフエムインターウェーブ㈱の株式を一部譲渡し、議決権所有割合が

10.00％となっております。

９　㈱テレビ東京については売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を

超えております。

主要な損益情報等 (1)売上高 91,249百万円

　 (2)経常利益 988百万円

　 (3)当期純利益 1,226百万円

　 (4)純資産額 42,050百万円

　 (5)総資産額 60,014百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成24年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

地上波放送事業 588(134)

放送周辺事業 630(198)

ＢＳ放送事業 7(4)

インターネット・モバイル事業 66(34)

全社（共通） 128(26)

合計 1,419(396)

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３　全社(共通)として記載している従業員は、特定のセグメントに区分できない管理部門のものであります。

　

(2) 提出会社の状況

平成24年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

   141(20) 44.8 20.1 12,871,999

　

セグメントの名称 従業員数(名)

地上波放送事業 18(0)

放送周辺事業 1(0)

ＢＳ放送事業 1(0)

インターネット・モバイル事業 2(0)

全社（共通） 119(20)

合計 141(20)

(注) １　従業員数は、㈱テレビ東京、㈱ＢＳジャパン及びテレビ東京ブロードバンド㈱との兼務者を含む就業人員であ

ります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３  平均勤続年数は、兼務者の平均勤続年数を通算しております。

４　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

５　全社(共通)として記載している従業員は、特定のセグメントに区分できない管理部門のものであります。

　
(3) 労働組合の状況

当社グループには、テレビ東京労働組合(組合員360名)とテクノマックス労働組合(組合員103名)が組

織されており、いずれも日本民間放送労働組合連合会に所属しております(員数は平成24年３月31日現

在)。なお、労使関係につきましては特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当社は、㈱テレビ東京、㈱ＢＳジャパン及びテレビ東京ブロードバンド㈱により、認定放送持株会社

による経営統合を目的として、平成22年10月１日付で、共同株式移転の方法による共同持株会社として

設立されました。

当社の前連結会計年度の連結経営成績は、中核子会社である㈱テレビ東京の前連結会計年度の連結

経営成績を基礎に、㈱ＢＳジャパン及びテレビ東京ブロードバンド㈱の平成22年10月１日から平成23

年３月31日までの連結経営成績を連結したものであり、当連結会計年度との単純な比較ができません

ので、前年同期との対比は行っておりません。

　

当連結会計年度（平成23年４月～平成24年３月）の日本経済は、東日本大震災の影響から依然とし

て厳しい状況にあるものの、復興需要により緩やかな回復基調を維持しています。一方で、原油高の影

響や欧州の政府債務危機による海外景気の下振れ等により、景気回復のシナリオに修正が生じるリス

クを抱えており、引き続き注視が必要な状況です。　　

　このような状況の中、当連結会計年度の売上高は1,115億２千１百万円、営業利益は21億８千８百万

円、経常利益は25億８千８百万円、当期純利益は13億８千８百万円となりました。

　

当連結会計年度におけるセグメント別の業績は以下のとおりです。

　

(地上波放送事業)

震災や節電、消費低迷の影響で、企業の広告活動は特に年度前半が低調でした。このような状況の中、

タイム収入は、年度を通してレギュラー番組の売り上げが減少し、489億４千２百万円となりました。ま

た、スポット収入も震災の影響を大きく受けましたが、次第に市況が回復し、様々な企画セールスも寄

与した結果、229億６千１百万円となりました。タイム・スポット合計では、719億４百万円となりまし

た。ＢＳ放送関連等収入は、14億１千３百万円でした。

　番組販売収入は、「開運！なんでも鑑定団」の再放送休止等があったものの、「ありえへん∞世界」

をはじめとする既存番組の売り上げが順調だったことに加え、「仰天クイズ！珍ルールＳＨＯＷ」

「ちょこっとイイコト～岡村ほんこん　しあわせプロジェクト」等の４月からの新番組についても好

調に推移した結果、47億３千１百万円となりました。

　ソフトライツ収入のうち、一般番組では、「勇者ヨシヒコと魔王の城」「マジすか学園２」「ＵＲＡ

ＫＡＲＡ」等のＤＶＤ販売が好調でした。また、劇場公開された映画「モテキ」は、興行収入22億円を

超える大ヒット作品となりました。ＩＴ関連でも、「虎ノ門市場」「ＷＥＢ広告」収入等が年度を通し

て順調に推移しました。一方で、アニメ事業では、「ＮＡＲＵＴＯ」を中心とした海外販売は堅調に推

移しましたが、国内市場の冷え込みなどが影響し、全体としてソフトライツ収入は、115億４千５百万円

となりました。

イベント収入は、「スターズ・オン・アイス　ジャパンツアー2012」「ジャパンオープン2011」

「カーニバル・オン・アイス2011」等のスケートイベントが好調で、16億５千３百万円となりました。

　一方、営業費用全体では、924億６千９百万円となりました。

　以上の結果、地上波放送事業の売上高は912億４千９百万円、営業損失は12億２千万円となりました。
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(放送周辺事業)

通信販売関連は、㈱テレビ東京ダイレクトが㈱テレビ東京と共同制作して10月から新たにスタート

した「７スタＬＩＶＥ」の通販売上が好調に推移し、従来から放送している「ものスタＭＯＶＥ」と

ともに主要ベルト番組として売り上げをけん引しました。これにより㈱テレビ東京ダイレクトの売上

高は79億３千５百万円となりました。

また、ＣＳ放送関連では㈱エー・ティー・エックスの加入者が12月末時点で15万件を超えるなど順

調な伸びを示すとともに、アニメ番組「メタルファイト　ベイブレード」「ジュエルペット」の関連商

品のライツ売上も海外展開を含めて好調でした。これにより㈱エー・ティー・エックスの売上高は46

億３千２百万円となり、昨年に引き続き過去最高を更新しました。

音楽出版関連では㈱テレビ東京ミュージックが、「新世紀エヴァンゲリオン」「創聖のアクエリオ

ン」をはじめとするアニメ楽曲のゲームなどへの使用が堅調で、売上高は36億７千７百万円となりま

した。

上述３社以外の関連子会社の業績も比較的好調に推移した結果、放送周辺事業の売上高は329億２千

８百万円、営業利益は23億５千２百万円となりました。

　

(ＢＳ放送事業)

  放送収入は、震災の影響もありましたが、通販番組を含むレギュラー番組をはじめ、タイム収入、ス

ポット収入ともに堅調に推移しました。番組販売収入は、「だいすけ君が行く！！ポチたま新ペットの

旅」等のローカル局への売り上げが好調でした。

　 一方、費用面では、番組の充実を図るために10月から「暮らしに役立つ！家電の学校」「Ｍｕｓｉｃ　

Ｔｒａｖｅｌ」等のレギュラー番組をスタートさせたことによる番組制作費の増加がありました。

　以上の結果、ＢＳ放送事業の売上高は79億１千５万円、営業利益は13億９千８百万円となりました。

　

(インターネット・モバイル事業)

  インターネット・モバイル事業では、既存のフィーチャーフォン向け有料会員数の減少が続く一方、

端末メーカー等にコンテンツの提供を行うＢ２Ｂ事業や、Ｗｅｂ制作・運用などの受託事業の売り上げ

が好調でした。また、スマートフォンの急速な普及にあわせ、アプリケーション開発などスマートフォン

向けサービスを拡充したほか、市場が拡大するソーシャルメディアに対してもコンテンツ展開を行うな

ど新規事業の開拓を積極的に行いました。

　以上の結果、インターネット・モバイル事業の売上高は20億３千３百万円、営業利益は１億１千８百万

円となりました。
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(2) キャッシュ・フローの状況

　

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、76億３千１百万円減少とな

りました。その結果、当連結会計年度末の資金残高は81億８千５百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次の通りです。

　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果獲得した資金は17億６千２百万円となりました。

　これは主に、税金等調整前当期純利益が17億６千５百万円、減価償却費が24億９千万円となった一方

で、たな卸資産の増減額が19億３百万円増加、売上債権の増減額が18億６千５百万円増加となったこ

とによるものであります。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は56億２千８百万円となりました。

　これは主に、定期預金の払戻による収入が135億８千万円となった一方で、定期預金の預入による支

出が155億円、有形固定資産の取得による支出が22億８千９百万円となったことによるものでありま

す。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は37億６千２百万円となりました。

　これは主に、長期借入金が50億円減少した一方で、短期借入金が25億円増加となったことによるもの

です。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績及び受注実績

当社グループの取引形態は一般的な製造業等における「生産」や「受注」といった概念が存在しない

ため記載しておりません。

(2) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 金額(百万円)

　地上波放送事業 　

　地上波放送 71,904

　(タイム) (48,942)

　(スポット) (22,961)

　国内番組販売 4,731

　BS放送関連等 1,413

　ソフトライツ 11,545

　イベント 1,653

　小計 91,249

　放送周辺事業 32,928

　ＢＳ放送事業 7,915

　インターネット・モバイル事業 2,033

　売上高合計 134,127

　調整額 △22,606

　合計 111,521

　
(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

㈱電通 39,894 37.2 40,334 36.2

㈱博報堂ＤＹメディア
パートナーズ

― ― 12,761 11.4

（注）前連結会計年度の㈱博報堂ＤＹメディアパートナーズに対する販売実績につきましては、総販売実績

に対する割合が100分の10未満であるため記載を省略しております。

　

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

　

（1）コンテンツを効果的に提供する体制を構築

㈱テレビ東京及びその関係会社が有する地上波・ＣＳ波・ＦＭラジオという媒体に加え、㈱ＢＳジャ

パンのＢＳ波、テレビ東京ブロードバンド㈱のインターネットやモバイルにおいても、様々なコンテンツ

を効果的に視聴者・利用者に提供する体制を構築してまいります。

　

（2）グループの更なる競争力強化を実現

放送と通信の連携を具現化するとともにグループの持つあらゆる経営資源を効率よく戦略的に活用

し、責任あるメディアとしての役割を果たしながら、グループのさらなる競争力強化の実現を図ります。

　

（3）社会構造変化への迅速な対応

国際化の進展に合わせ、権利保護や国際会計基準への適合、コンプライアンスやコーポレートガバナン

スの強化等、社会的構造変化への迅速な対応をより徹底してまいります。

　

（4）新規事業展開の加速

戦略機能を認定放送持株会社に集約し、グループ外の企業との事業提携や資本提携についてより適切

なタイミングで実行してまいります。また、既存事業の強化に加えて、コンテンツの特性に応じて最適な

パートナーを選択し事業展開する等、新規事業への展開を図ります。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの事業その他に関するリスクとして投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考

えられる事項には以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書

提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

① 広告収入への依存について

当社グループの売上高の大半は、地上波放送事業（㈱テレビ東京）およびＢＳ放送事業（㈱ＢＳジャ

パン）における広告収入であります。広告収入は、広告主である企業の業績やその背景となる国内景気と

連動する傾向にあります。当社グループは、それらの動向を慎重に睨み対応してまいりますが、今後の広

告市況が想定外の変化を示した場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を与える

可能性があります。

　

② 放送事業における競合激化について

アナログテレビ放送はデジタル放送に完全移行しました。現在、普及している標準的なデジタルテレビ

受像機は３波共用の受像機であり、ＢＳデジタル放送、ＣＳデジタル放送の視聴も可能になっておりま

す。その結果、地上波放送からＢＳデジタル放送等への視聴シフトが進みつつあります。また、平成23年10

月以降、大半が有料チャンネルながら、ＢＳデジタル放送の多チャンネル化が始まり、既存のテレビ放送

事業にとっての圧迫要因となります。一方、地上テレビ放送事業においては、視聴率がＣＭ放送時間枠の

販売価格を決定する大きな要素であることから、視聴率の獲得は、引き続き重要な課題となっておりま

す。地上テレビ放送、ＢＳテレビ放送の両方で事業を展開する当社グループは、これらの諸課題について

総合的に取り組み、激しさを増す競争環境の変化を見極めながら、経営資源の機動的な配分に努めてまい

りますが、今後の視聴動向に想定外の変化が生じた場合や視聴者の期待に応える番組編成が実現せず視

聴率が獲得できない場合は、当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を与える可能性があり

ます。

　

③ 映像メディアとの競合について

多くの家庭で高速通信回線の普及が進み、ケーブルテレビ、インターネットを通じた映像視聴環境が

整ってきたほか、スマートフォン、タブレットといった新たな携帯型高機能端末の普及も始まり、通信を

利用した映像コンテンツへの接触機会は、ますます拡大しております。平成24年春には、アナログ放送終

了後に使用されなくなる電波を利用した映像コンテンツの蓄積型配信を可能にする携帯端末向けマルチ

メディア放送が始まりました。当社グループは、こうした映像メディアの多様化に対応したコンテンツの

開発やビジネスモデルの構築に取り組んでまいりますが、映像メディアの多様化は同時に、地上、ＢＳテ

レビ放送の視聴時間を減少させるなど従来型放送事業との競合があります。当社グループが適切に対応

できなければ、当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を与える可能性があります。

　

④ 映画製作事業、イベント興行について

㈱テレビ東京は、映画の製作事業または出資事業を行っております。映画の製作および宣伝活動に多額

の資金を要しますが、一方の収入は、劇場の観客動員数、ＤＶＤ・ＢＤ（ブルーレイディスク）販売、放送

権販売などに依存しております。㈱テレビ東京は事業計画の精度を高めるよう努めておりますが、計画通

りの観客動員等が実現するとは限りません。また、㈱テレビ東京が主催または出資するイベントにつきま

しても、収入は観客動員数、関連グッズ販売などに依存しており、いずれも当初計画した収益が得られな

い場合には当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

　

⑤ 通信販売事業について
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当社グループは、放送およびインターネットを通じて様々な通信販売事業に取り組んでおります。事業

ごとに商品の選定および品質管理につきましては細心の注意を払っており、商品に関する表示につきま

しても適正な表示に努めております。また、お客様からご提供いただく個人情報につきましても、社内規

程に則り、厳格に管理しております。しかしながら、何らかの理由で商品に瑕疵または欠陥があった場合

や不適切な表示があった場合、また個人情報が漏洩した場合は、事業の停止や損害賠償等の事態が生じ、

当社グループの財政状態および経営成績に影響を与える可能性があります。

　

⑥ 著作権等の知的財産権について

当社グループが制作するテレビ番組等の映像コンテンツは、原作者、脚本家、作曲家、作詞家、編曲家、実

演家、レコード製作者など多くの人々の知的創造の結果としてそれらの人々に生じた著作権や著作隣接

権などが組み合わされた創造物であります。当社グループは、映像コンテンツを放送だけではなく、海外

を含むメディアの多様化に対応し、マルチユース展開していく計画です。しかしながら、これには多くの

著作権者等の許諾を得る必要があり、権利処理のために多くの時間と費用が必要となる可能性がありま

す。また、結果として権利者等の理解を得られず、映像の利用が円滑にできない場合は、当社グループの財

政状態および経営成績に影響を与える可能性があります。

　

⑦ 設備投資および投融資について

当社グループは、放送技術やコンテンツ制作力向上のための放送設備の更新や、メディアの多様化に対

応するための設備投資や投融資を計画的に実施してまいります。しかしながら、今後、投資計画に見合う

だけの十分な利益が確保できない場合には、当社グループの財政状況および経営成績に重要な影響を与

える可能性があります。

　

⑧ 投資有価証券の時価評価について

当社グループは、取引先との関係促進を主な目的として、投資有価証券を保有しております。投資有価

証券の時価評価額の増減に大きな変動があった場合には、当社グループの財政状態を示す指標に影響を

与える可能性があります。

　

⑨ コンプライアンスについて

当社グループの社員および派遣・請負スタッフによる不祥事、放送事故、不適切な内容の放送、番組制

作過程でのトラブルや事故、個人情報にまつわる事故など当社グループが責任を持って防止すべき分野

は多岐にわたっております。当社では、「テレビ東京グループ行動規範」を定め、グループ内定期研修等

でその徹底を図っているほか、当社リスク管理委員会が、グループ内のさまざまなコンプライアンス・リ

スク低減のための検討をしております。しかしながら、こうしたリスク事態が生じた場合には、当社グ

ループの社会的信用や経営成績に影響を与える可能性があります。

　

⑩ テレビ放送事業に関する法的規制

　当社グループの主たる事業であるテレビ放送事業は、放送法、電波法等の法令に規制されております。こ

のうち放送法は、放送の健全な発展を図ることを目的とし、番組編集の自由や放送番組審議機関の設置、

放送事業者や放送持株会社の認定ルールなどが定められております。また電波法は、無線局に対する免許

制度をはじめ、電波を利用するための基本が定められております。なお、㈱テレビ東京が現在取得してい

る電波法によるアナログ放送免許、地上デジタル放送免許は、ともに平成20年11月に更新されたものであ

り、免許の有効期限である５年毎に再免許の申請が必要であります。また、㈱ＢＳジャパンが現在取得し

ている放送法による委託放送事業者としての認定および電波法による衛星放送の地球局免許は、平成20

年11月に更新されたものであり、５年毎の更新手続きおよび再免許申請が必要であります。なお、有価証

券報告書提出日現在、免許の取り消し等の処分を受けることを予測すべき事実はありません。しかし、今
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後、法令で定める免許要件や認定要件に適合しなくなった場合には、再免許や認定が取り消される、また

は受けられなくなる可能性があります。

　

⑪ 認定放送持株会社に対する法的規制について

認定放送持株会社は、放送法による認定を受けることで、複数の地上放送局とひとつのＢＳ局を子会社

として保有することができる制度であり、当社は、㈱テレビ東京、㈱ＢＳジャパンを子会社とする認定放

送持株会社として認定を受けております。これにより、当社は、グループとしての経営の効率化や財務基

盤の強化を進めてまいりますが、今後、放送法で定める認定放送持株会社としての基準を満たさなくなっ

た場合には、認定を取り消される可能性があります。

　

⑫ 外国人等の取得した株式の取り扱いについて

外国人等が直接間接に占める議決権の合計が、当社の議決権の５分の１以上を占めることとなる場合

は、放送法の規定により認定放送持株会社としての認定が取り消されることになります。この場合、当社

は、放送法に基づき外国人等が取得した当社株式について、株主名簿に記載・記録することを拒むことが

できるとされています。なお、外国人等の有する議決権の割合が100分の15に達した場合は、同法に基づき

その割合を公告いたします。

　

⑬ 議決権の保有制限について

放送法および放送法施行規則の規定により、認定放送持株会社である当社の株主名簿に記載・記録さ

れている一の者が有し、または有するものとみなされる当社株式の保有割合の合計が、当社の議決権の

100分の33を超えることとなるときは、当該超過部分の議決権を有しないとされております。
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５ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成22年10月１日付で、㈱テレビ東京、㈱ＢＳジャパン及びテレビ東京ブロードバンド㈱との

間において、それぞれの経営状況を管理・指導するための経営管理契約を締結しております。

　
６ 【研究開発活動】

当社グループは、放送の完全デジタル化後のサービスの多様化に応えるため、幅広く利用技術の研究開発

に取り組んでおります。特に当社技術局技術開発部を中心に、ＨＤＴＶやデータ放送、ワンセグなどのサー

ビスに関わる番組制作、伝送、送出技術に於いて、研究開発やＩＴの活用を推進しております。今後も引き続

き放送機関として、デジタル放送の普及と視聴者のニーズに速やかに対応することを目標とし、成果を反映

することで放送事業に役立ていきます。

当連結会計年度の研究開発費の総額は41百万円であり、セグメントごとの活動は次のとおりであります。

　

（地上波放送事業）

① デジタル放送の普及、促進関連

・東京スカイツリーや中継局の設備の低廉化を目指した在京局による共同検討

・難視聴地域解消のための調査および自治体と連携した対応

・ワンセグを利用した新サービスの研究

②番組制作関連

・ＩＰ網や携帯キャリア網を利用した中継や素材伝送の実験

・テープレスシステム導入に向けた要素技術の研究と技術仕様の評価

・省電力で長寿命なLED照明による番組制作の省エネ化の検討

③新技術調査、研究関連

・周波数再編に係る機器開発、運用調整の検討

・３ＤＴＶの放送実現に向けたコンテンツ制作手法や人体への影響等の調査・検証

・国内外の標準化機関への参画を通じてのＩＰＴＶ技術仕様の検討

・番組間の音量差を是正するためのラウドネスレベル導入の検討

・ＣＭを含む番組交換用メタデータの体系化検討

・ＣＭ字幕の規格化と対応する設備、運用体制の検討

・周波数有効利用における放送への影響調査

　
（放送周辺事業）

該当事項はありません

　

（ＢＳ放送事業）

該当事項はありません

　

（インターネット・モバイル事業）

該当事項はありません
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであり

ます。

　
(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づい

て作成されております。

当社経営陣は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発資産・負債

の開示、並びに報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える会計上の見積りを合理的に行わ

なければなりません。経営陣は見積りに影響を与える要因を把握し、把握した要因に関して適切な仮定設

定、情報収集を行い、見積り金額を計算しておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるた

め、これらの見積りと異なる場合があります。

当社グループは、特に以下の重要な会計方針が、当社の連結財務諸表の作成において使用される当社グ

ループの重要な判断と見積りに大きな影響を及ぼすと考えております。

　
①制作勘定

制作勘定のうち番組制作勘定について、放映権が２回以上ある場合の会計処理は、１回目の放映時及

び２回目の放映時に分けて原価を全額費用化します。ただし、権利期間が２年以内のものについては、

２回目の放映前に権利期間が完了した場合、その時点で全額費用化します。また、権利期間が２年超の

ものについては、２回目の放映前に契約時から２年を経過した場合、その時点で次回放映の計画を明確

に示すなどその資産性を明確にできる場合を除き、原則として全額費用化することとしています。

　
②投資の減損

当社グループは、長期的な取引関係維持のために、特定の顧客及び金融機関に対する株式投資を行っ

ております。これらの株式には株価の存在する公開会社の株式と、株価の決定が困難である非公開会社

の株式が含まれます。当社グループは投資価値の下落が一時的でないと判断した場合、投資の減損を計

上しております。投資価値の下落が一時的でないとの判断は、「金融商品会計基準」に従って行ってお

ります。

また、当連結会計年度末における保有株式の未実現損失の金額は僅少であります。将来の市況悪化や

投資先の業績悪化により、現在の簿価に反映されていない損失又は簿価の回収不能が発生した場合、減

損の計上が必要となる可能性があります。

　
③繰延税金資産

当社グループは、繰延税金資産について、実現可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価

性引当額を計上しております。評価性引当額の必要性を評価するに当たっては、将来の課税所得及び、

慎重かつ実現可能性の高い継続的な税務計画を検討しますが、繰延税金資産純額の全部又は一部を将

来実現できないと判断した場合、当該判断を行った期間に繰延税金資産を取崩し、税金費用として計上

することになります。同様に、計上金額の純額を上回る繰延税金資産を今後実現できると判断した場

合、繰延税金資産への調整により当該判断を行った期間に税金費用を減少し、利益を増加させることに

なります。

　
④退職給付費用

退職給付費用及び退職給付債務は、数値計算上で設定される前提条件に基づいて算定されておりま

す。これらの前提条件には、割引率、将来の給与水準、退職率、直近の統計数値に基づいて算定される死

亡率及び年金資産の期待運用収益率などが含まれます。これらの基礎率が変化した場合、退職給付費用
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の追加が必要となる可能性があります。

なお、当社は平成17年３月に、従来の適格退職年金制度について確定給付年金制度（金利変動型）

へ、平成17年４月に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行しました。

　

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

①概況

当連結会計年度（平成23年４月～平成24年３月）の日本経済は、東日本大震災の影響から依然と

して厳しい状況にあるものの、復興需要により緩やかな回復基調を維持しています。一方で、原油高

の影響や欧州の政府債務危機による海外景気の下振れ等により、景気回復のシナリオに修正が生じ

るリスクを抱えており、引き続き注視が必要な状況です。

　

②セグメント別の状況（売上高、営業利益の分析）

概況に記載した環境下において、当連結会計年度の売上高は1,115億２千１百万円、営業利益は21

億８千８百万円、経常利益は25億８千８百万円、当期純利益は13億８千８百万円となりました。詳細

につきましては「１　業績等の概要　(1)業績」をご参照ください。

　

③営業外収益（費用）

営業外収益は４億４千６百万円となりました。主なものは受取配当金１億３千９百万円です。

営業外費用は４千６百万円となりました。主なものは支払利息３千３百万円です。

　

④特別利益（損失）

特別利益は５千万円となりました。主なものは、投資有価証券売却益４千９百万円です。

特別損失は８億７千３百万円となりました。主なものは、減損損失６億２百万円、投資有価証券評価

損２億２千１百万円です。

　

⑤税金等調整前当期純利益

以上の結果、税金等調整前当期純利益は17億６千５百万円となりました。

　

⑥当期純利益

以上の結果、当期純利益は13億８千８百万円となりました。

　

(3) 当連結会計年度の財政状態の分析

（資産）

流動資産は554億３千７百万円となっております。主な内訳は、現金及び預金が206億９千５百万円、

受取手形及び売掛金が208億４千１百万円であります。

固定資産は331億２千８百万円となっております。主な内訳は、有形固定資産が178億７千６百万円、

投資その他の資産のうち投資有価証券が84億２千４百万円であります。

　
（負債）

流動負債は211億６千１百万円となっております。主な内訳は、未払費用が91億８千５百万円、支払手

形及び買掛金が29億４千９百万円であります。

固定負債は46億７千万円となっております。主な内訳は、退職給付引当金が32億６千４百万円であり
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ます。

　
（純資産）

純資産は627億３千４百万円となっております。

詳細につきましては「第５　経理の状況　１（１）連結財務諸表　③連結株主資本等変動計算書」を

ご参照ください。

　

(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、81億８千５百万円とな

りました。

詳細につきましては「１　業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状況」をご参照ください。

　

②資金需要

当社グループの主な資金需要は、地上波・ＢＳなどの放送事業とそれに係るインターネット・モバ

イル事業によるものです。

　また、設備につきましては、東京スカイツリー送信設備、地上デジタル関連の設備投資が見込まれると

ともに、中期的にはデジタルマスター更新及び新社屋移転に係る投資も控えております。

　
③契約債務

平成24年３月31日現在の契約債務の概要は下記のとおりであります。

（単位：百万円）

　 年度別要支払額

契約債務 合計 １年以内 １－３年 ３－５年 ５年以降

短期借入金 2,600 2,600　 　 　

リース債務 1,022 566 320 98 37

（注）賃貸借処理したファイナンス・リース取引に係る未経過リース料残高361百万円（１年以内192百万円、

１年超169百万円）

　
④財務政策

当社グループではＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）を活用し、当社グループ会社15

社の資金の調達及び運用を当社で一括して管理しております。

　運転資金につきましては、自己資金で対応することを原則としておりますが、自己資金で賄えない急

な資金ニーズが発生する場合は、必要に応じて短期借入金で調達しております。

　設備資金及び投融資資金につきましては、自己資金に加え、社債の発行、長期借入金等により最適な方

法で調達を行っていく方針であり、調達時期、条件について最も有利な手段を選択するべく検討するこ

ととしております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

設備投資は、地上デジタルテレビ放送のインフラ構築を更に推し進めるためにデジタル送出関係の設備

を中心に投資を行いました。

設備投資総額は44億１千５百万円であり、その主なものはデジタル中継局３億３千１百万円、デジタル

放送関連設備11億６千２百万円、東京スカイツリーに設置する放送設備に関する支出

19億８千９百万円であります。

　セグメントごとの設備投資については次のとおりであります。

　
地上波放送事業

当連結会計年度における設備投資額は36億３千６百万円であります。

その主な内訳は、デジタル中継局３億３千１百万円、デジタル放送関連設備11億６千２百万円、東京ス

カイツリーに設置する放送設備に関する支出19億８千９百万円であります。

　

放送周辺事業

当連結会計年度における設備投資額は５億９千万円であります。

当連結会計年度において特記すべき事項はありません。

　
ＢＳ放送事業

当連結会計年度における設備投資額は１億３千５百万円であります。

当連結会計年度において特記すべき事項はありません。

　
インターネット・モバイル事業

当連結会計年度における設備投資額は７千４百万円であります。

当連結会計年度において特記すべき事項はありません。

　
全社共通

当連結会計年度において記載すべき事項はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

記載すべき主要な設備はありません。

　

(2) 国内子会社

テレビ東京

平成24年３月31日現在

事業所名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

建物
及び　　構
築物

機械装置
及び　　運
搬具

土地
(面積　　　
千㎡)

リース
資産

ソフト
ウエア

その他 合計

本社

(東京都港区)

地上波
放送事業

番組制作・
放送・販売
・管理設備

9211,465
―
(―)

43 297 1002,828
716
(160)

天王洲スタジオ

(東京都品川区)

地上波
放送事業

番組制作
設備

4,732 34
4,225
(3)

― 1 8 9,001 ―

芝送信所

(東京都港区)

地上波
放送事業

送信設備 124 120
―
(―)

236 0 0 481 ―

テクノマックス

編集センター

(東京都港区)

地上波
放送事業

番組制作
設備

― 47
―
(―)

― 9 1 59 ―

テレビ中継局

(千葉県館山市)
他90ヶ所

地上波
放送事業

中継設備 1,417723
28
(8)

― ― 2 2,172 ―

局外設備

(東京都千代田区)
他15ヶ所

地上波
放送事業

中継・番組
制作設備

16 168
―

( ― )
― 295 11 492 ―

　

その他の国内子会社

平成24年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

リース
資産

ソフト
ウェア

その他 合計

テレビ東
京ブロー
ドバンド
㈱

本社
(東京都
港区)

インター
ネット・モ
バイル事業

サーバ等
什器

15 ―
―
(―)

― 80 59 155
66
(34)

㈱ Ｂ Ｓ
ジャパン

本社
(東京都
港区)

ＢＳ放送
事業

番組制作・
放送・販売
・管理設備

0 345
―
(―)

― 30 1 376
7
(4)

㈱テクノ
マックス

本社
(東京都
品川区)

放送周辺
事業

番組制作
設備

52 53
37
(0.1)

35 5 3 188
175
(79)
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(3) 在外子会社

平成24年３月31日現在

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び
構築物

機械装置
及び
運搬具

土地
(面積
千㎡)

リース
資産

ソフト
ウェア

その他 合計

TV TOKYO

AMERICA,
INC.

本社

( 米 国

ニューヨー

ク州)

放送周辺
事業

事務所
スタジオ

― 0
―
(―)

― ― 22 22
4
(20)

　 (注) １　㈱テレビ東京は、本社社屋を㈱日本経済新聞社より賃借しており、上記の本社「建物及び構築物」欄の金額は、

スタジオにおける造作物等の帳簿価額を示しております。なお、本社社屋の年間賃借料は11億８千４百万円であ

ります。

２　上記帳簿価額には消費税等は含んでおりません。

３　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

４　帳簿価額のうちその他は主に、工具、器具及び備品であります。

５　上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。

国内子会社（㈱テレビ東京）

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容 リース期間
年間リース料
(百万円)

リース契約残
高(百万円)

本社
(東京都港区)

地上波
放送事業

ＨＤ編集設備 ６年 21 39

　
　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

㈱テレビ
東京

本社
(東京都港区)
他

地上波放送
事業

放送関連
周辺設備

1,673 55 自己資金
平成24年
4月

平成25年
3月

放送設備及び
周辺設備等の
新設

㈱テレビ
東京

本社
(東京都港区)
他

地上波放送
事業

新タワー
関連設備

2,278 1,951自己資金
平成22年
10月

平成25年
1月

地上デジタル
放送設備及び
周辺設備等の
新設

㈱テレビ
東京

本社
(東京都港区)
他

地上波放送
事業

本社屋移転
に伴う放送
関連周辺設
備

18,000 ― 未定
平成24年
５月

平成27年
秋以降

放送設備及び
周辺設備等の
新設

　

(2) 重要な設備の除却等

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成24年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年６月22日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,779,50028,779,500
東京証券取引所
(市場第１部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 28,779,50028,779,500― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。　

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年10月１日(注)28,779,50028,779,50010,000 10,000 7,700 7,700

(注)　発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は、㈱テレビ東京、㈱ＢＳジャパン及びテレビ東京ブロードバンド

㈱による共同株式移転による当社の設立に際して株式を発行したことによる増加であります。
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(6) 【所有者別状況】

平成24年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

0 35 21 132 85 19 6,9617,253 ―

所有株式数
(単元)

0 46,5352,284196,8797,458 110 33,728286,99480,100

所有株式数
の割合(％)

0 16.2 0.8 68.6 2.6 0.0 11.8 100.0 ―

(注) 自己株式498,640株は、「個人その他」に4,986単元含めて記載しております。

　

　
(7) 【大株主の状況】

平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

㈱日本経済新聞社 東京都千代田区大手町1丁目3-7 9,052 31.46

新日本観光㈱ 東京都港区三田3丁目7-18 1,450 5.04

㈱テレビ東京 東京都港区虎ノ門4丁目3-12 1,373 4.77

三井物産㈱ 東京都千代田区大手町1丁目2-1 1,002 3.48

日本生命保険(相)
東京都千代田区丸の内1丁目6-6 日本生
命証券管理部内

897 3.12

㈱みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1丁目1-5 721 2.51

㈱東京計画 東京都豊島区東池袋1丁目6-7 660 2.29

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2丁目7-1 595 2.07

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱（三井住友信託銀行再信
託分・㈱三井住友銀行退職給付
信託口）

東京都中央区晴海1丁目8-11 590 2.05

㈱毎日放送 大阪府大阪市北区茶屋町17-1 518 1.80

東レ㈱ 東京都中央区日本橋室町2丁目1-1 518 1.80

計 ― 17,379 60.39

（注）1.㈱テレビ東京は、平成22年10月１日に実施した株式移転に伴い当社株式を1,373,753株割り当てられております

が、会社法施行規則第67条の規定により議決権の行使が制限されております。

2.㈱日本経済新聞社が保有する当社株式が占める総議決権に対する割合は33.74％ですが、放送法及び放送法施行

規則の規定により、100分の33を超える割合の株式については議決権を有しません。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

（自己保有株式）
普通株式

498,600
― ―

（相互保有株式）
普通株式

1,373,700
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

26,827,100
268,271 ―

単元未満株式
普通株式

80,100
― ―

発行済株式総数 28,779,500― ―

総株主の議決権 ― 268,271 ―

　

② 【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
㈱テレビ東京
ホールディングス

東京都港区虎ノ門4-3-12498,600 ― 498,600 1.73

（相互保有株式）
㈱テレビ東京

東京都港区虎ノ門4-3-121,373,700 ― 1,373,700 4.77

計 ― 1,872,300 ― 1,872,300 6.51

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。　
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】　会社法第155条第３号による普通株式の取得

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。 　

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。 　

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 350 380

当期間における取得自己株式 ― ―

(注)　当期間における取得自己株式には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他
（単元未満株式の売渡請求による
売却）

510 515 ― ―

保有自己株式数 498,640 ― 498,640 ―

(注)　当期間における保有自己株式には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題のひとつとして位置付けております。認定放送持株会

社体制の下、高い公共性を認識しながら、グループの成長と企業価値の増大、長期的な経営基盤の充実に

向けた内部留保とのバランスを考慮し、安定的な配当の継続を重視しつつ、業績に応じた利益還元にも努

めることを基本方針としております。具体的には、１株当たり20円を下限とした安定配当に加えて、業績

に連動した配当として、連結ベースで配当性向30％を目標にしております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機

関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当期の期末配当金につきましては、10円といたします。連結当期純利益は減益計上となりましたが、安

定配当の下限である年間20円を維持するものであります。なお、連結配当性向は38.8％となります。

また、次期につきましては、㈱ＢＳジャパンを含めた営業力の強化、視聴率上昇によるスポット売上の

伸長で増収増益となる見込みであります。配当金につきましては、連結配当性向30％の目標を踏まえ、中

間配当12.5円と期末配当12.5円を合わせまして年間25円を見込んでおります。

内部留保につきましては、本格化するデジタル時代に向けて設備投資を行うとともにコンテンツを拡

充していき、積極的に事業展開していくためにこれを活用する所存であります。結果として将来的な企業

価値増大に資するものとなり、株主の利益還元に寄与するものと考えております。

なお、当社は会社法第454条第５項に規定されている中間配当をすることができる旨を定款に定めてお

ります。

　
(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成23年11月２日
282 10

取締役会決議

平成24年６月21日
282 10

定時株主総会決議
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第１期 第２期 　 　 　

決算年月 平成23年３月 平成24年３月 　 　 　

最高(円) 1,577 1,179　 　 　

最低(円) 976 900　 　 　

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成23年10月 11月 12月 平成24年１月 ２月 ３月

最高(円) 1,179 1,141 1,075 1,098 1,128 1,152

最低(円) 1,030 1,021 991 1,020 1,058 1,075

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(百株)

代表
取締役
社長

― 島　田　昌　幸 昭和20年１月16日生

昭和44年４月 ㈱日本経済新聞社 入社

平成24年6月
より１年

221

平成11年３月 同社 取締役

平成14年３月 同社 常務取締役

平成17年６月 ㈱テレビ東京 専務取締役

制作局、報道局、スポーツ局担

当

平成18年６月 同社 専務取締役 

編成局、制作局、ドラマ制作室、

報道局、スポーツ局担当

平成19年６月 同社 代表取締役社長（現任）

平成22年10月 当社 代表取締役社長（現任）

取締役 ― 菊　池　　　悟 昭和27年４月27日生

昭和50年４月 ㈱テレビ東京 入社

平成24年6月
より１年

133

平成12年７月 同社 営業本部 営業局次長

平成14年８月 同社 営業本部 営業局長

平成15年７月 同社 営業局長

平成16年６月 同社 取締役 営業局長

平成17年６月 同社 取締役 編成局長

平成17年７月 同社 取締役

編成局長兼ＢＳ業務推進本部

副本部長

平成19年６月 同社 常務取締役

編成局、ドラマ制作室担当兼Ｂ

Ｓ業務推進本部本部長補佐

平成20年６月 同社 常務取締役

営業局担当兼ＢＳ業務推進本

部長

平成21年４月 同社 常務取締役

営業局、アニメ局担当兼ＢＳ業

務推進本部長

平成21年６月同社 常務取締役

営業局、ネットワーク局担当兼

ＢＳ業務推進本部長

平成22年６月 同社 常務取締役

営業局、アニメ局担当

平成22年10月 当社 取締役

平成24年６月 当社 専務取締役

営業統括（現任）

取締役 ― 藤　延　直　道 昭和24年10月５日生

昭和47年４月 ㈱テレビ東京 入社

平成24年6月
より１年

118

平成11年７月 同社 報道スポーツ本部 報道

局次長兼ニュース取材部長

平成13年７月 同社 報道スポーツ本部 報道

局長

平成15年７月 同社 報道局長

平成16年６月 ㈱テレビ東京制作 代表取締役

社長

平成18年６月 ㈱テレビ東京 取締役 制作局

長

平成19年６月 同社 常務取締役

制作局、報道局、スポーツ局担

当

平成20年６月 同社 常務取締役

編成局、制作局、報道局、スポー

ツ局担当兼ＢＳ業務推進本部

本部長補佐

平成21年６月同社 常務取締役

編成局、制作局、ドラマ制作室、

報道局、スポーツ局担当兼ＢＳ

業務推進本部長補佐

平成22年６月 同社 常務取締役

制作局、ドラマ制作室、報道局、

スポーツ局、関連企業統括室担

当

平成22年10月 同社 常務取締役

制作局、ドラマ制作室、報道局、

スポーツ局、グループ企業戦略

担当

EDINET提出書類

株式会社テレビ東京ホールディングス(E24545)

有価証券報告書

 34/106



　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(百株)

　 　 　 　 平成22年10月 当社 取締役 　 　

　 　 　 　

平成24年６月 当社 専務取締役

社屋整備、総務局、人事局、技術

室、情報システム局担当（現

任）

　 　

取締役 ― 辻　　幹　男 昭和23年５月11日生

昭和47年４月 ㈱テレビ東京 入社

平成24年6月
より１年

76

平成13年７月 同社 編成制作本部 編成局次

長兼映画・アニメ部長

平成14年７月 同社 事業局次長

平成15年１月 同社 事業局次長兼映像事業部

長

平成15年６月 ㈱プロント（現㈱テレビ東京

ダイレクト）取締役

平成16年６月 ㈱エー・ティー・エックス 代

表取締役社長

平成21年６月㈱テレビ東京 取締役

コンテンツ事業局、デジタル事

業推進局、アニメ局、コンテン

ツ管理センター担当

平成22年６月 同社 常務取締役
編成局、コンテンツ契約局担当

平成22年10月 同社 常務取締役
編成局、コンテンツ契約局、メ
ディア・アーカイブセンター担
当

平成22年10月 当社 取締役

平成23年６月 ㈱テレビ東京 常務取締役
コンテンツ契約局、編成局、メ
ディア・アーカイブセンター、
制作局、ドラマ制作室担当

平成24年６月 当社 専務取締役
編成、制作統括（現任）

取締役 ― 髙　島　政　明 昭和27年４月29日生

昭和53年３月 東京商科学院 講師勤務

平成24年6月
より１年

84

昭和58年４月 ㈱テレビ東京 入社

平成14年７月 同社 経理局次長兼経理部長

平成15年７月 同社 編成局次長兼編成管理部

長

平成17年７月 同社 経理局長

平成19年６月 同社 取締役 経理局長

平成21年６月同社 取締役

経理担当補佐兼内部統制担当

平成22年６月 同社 常務取締役

経理担当補佐兼コンプライア

ンス局担当

平成22年10月 当社 取締役

平成24年６月 当社 常務取締役

経理統括（現任）

取締役 ― 三　宅　誠　一 昭和26年７月４日生

昭和51年４月 ㈱日本経済新聞社 入社

平成24年6月
より１年

80

平成15年３月 同社 米州編集総局長

平成17年３月 同社 社長室次長

平成18年３月 同社 法務担当補佐

平成18年７月 ㈱テレビ東京 報道局次長

平成19年７月 同社 経営戦略局長

平成20年６月同社 取締役 

経営戦略局長兼関連企業統括

室長

平成21年６月同社 上席執行役員 

経営戦略局長兼関連企業統括

室長

平成22年６月 同社 常務取締役
経営戦略局、広報局、新規事業推
進室担当

平成22年10月 当社 取締役

平成24年６月 当社 常務取締役
広報局、グループ戦略局、新規事
業推進室担当（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(百株)

取締役 ― 井　澤　昌　平 昭和27年１月23日生

昭和50年４月 ㈱テレビ東京 入社

平成24年6月
より１年

84

平成14年７月 同社 編成制作本部 編成局次

長兼編成部長

平成15年７月 同社 コンテンツ事業局長 

平成18年６月 ㈱プロント（現㈱テレビ東京

ダイレクト）常務取締役

平成20年４月 テレビ愛知㈱ 編成局長

平成21年６月 同社 執行役員 編成局長

平成22年６月 ㈱テレビ東京 取締役 

コンテンツ事業局、デジタル事

業局担当

平成22年10月 当社 参与 統合推進室

平成23年４月 ㈱テレビ東京 取締役

コンテンツビジネス局、事業

局、ビジネス管理部担当

平成23年６月 当社 取締役

平成24年６月 当社 常務取締役

コンテンツ、事業、アニメ統括 

兼 メディア・アーカイブセン

ター担当（現任）

取締役 ― 宮　田　鈴　子 昭和30年４月２日生

昭和55年４月 ㈱テレビ東京 入社

平成24年6月
より１年

27

平成19年７月 同社 報道局次長兼取材セン

ター長

平成21年６月 同社 コンプライアンス統括局

長

平成22年10月 当社 コンプライアンス局長

平成23年６月 当社 参与 コンプライアンス

局長

平成24年６月 当社 取締役

法務・契約局担当（現任）

取締役 ― 廣　瀬　和　彦 昭和31年４月８日生

昭和56年４月 ㈱日本経済新聞社 入社

平成24年6月
より１年

22

平成16年３月 ㈱テレビ東京 入社

平成18年７月 同社 報道局次長

平成22年６月 同社 経営戦略局長

平成22年10月 当社 経営戦略局長

平成23年６月 当社 参与 経営戦略局長

平成24年６月 当社 取締役

経営企画局担当（現任）

取締役 ― 永　野　健　二 昭和24年９月29日生

昭和48年４月 ㈱日本経済新聞社 入社

平成24年6月
より１年

0

平成12年３月 同社 東京本社 編集局次長

平成15年３月 同社 東京本社 編集局総務

平成17年３月 同社 執行役員 グループ戦略

室長

平成18年３月 同社 上席執行役員 マーケ

ティング本部長

平成19年３月 同社 常務執行役員 マーケ

ティング本部長

平成21年３月同社 常務執行役員 名古屋支

社代表

平成22年６月同社 専務執行役員 大阪本社

代表、地域担当

平成24年３月 同社 顧問

平成24年６月 当社 取締役（現任）

平成24年６月 ㈱BSジャパン 代表取締役社長
（現任）

取締役 ― 喜　多　恒　雄 昭和21年11月16日生

昭和46年４月 ㈱日本経済新聞社 入社

平成24年6月
より１年

0

平成15年３月 同社 取締役

平成16年３月 同社 上席執行役員

平成17年３月 同社 常務取締役

平成18年３月 同社 専務取締役

平成19年３月 同社 代表取締役専務

平成20年３月同社 代表取締役社長（現任）

平成22年10月当社 社外取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(百株)

取締役 ― 大　橋　洋　治 昭和15年１月21日生

昭和39年４月 全日本空輸㈱ 入社

平成24年6月
より１年

0

平成５年６月 同社 取締役

平成９年６月 同社 常務取締役

平成11年６月 同社 代表取締役副社長

平成13年４月 同社 代表取締役社長

平成17年４月 同社 代表取締役会長

平成19年４月 同社 取締役会長（現任）

平成20年５月 社団法人日本経済団体連合会 

副会長（現任）

平成21年６月 ㈱テレビ東京 社外取締役

平成22年10月 当社 社外取締役（現任）

取締役 ― 立　岩　文　夫 昭和23年９月28日生

昭和46年４月 ㈱日本経済新聞社 入社

平成24年6月
より１年

0

平成16年３月 同社 執行役員

平成16年６月 テレビ大阪㈱ 常務取締役 営

業、東京支社担当

平成18年６月 同社 専務取締役 営業局、事業

局、東京支社、ネットワーク、IT

事業担当

平成20年６月 同社 取締役副社長 統括兼経

営改革本部副本部長　経営戦

略、電波戦略、ネットワーク担

当

平成22年６月 同社 代表取締役社長（現任）

平成24年６月 当社 社外取締役（現任）

常勤監査役 ― 箕　輪　新　一 昭和21年１月１日生

昭和46年４月 ㈱日本経済新聞社 入社

平成23年6月
～

平成27年6月
60

平成８年３月 同社 経理局経理部長

平成13年３月 ㈱テレビ東京 上場準備室長

平成14年６月 同社 取締役 上場準備室長

平成16年６月 同社 常務取締役 経理担当兼

上場準備室長、経理局長

平成17年６月同社 常務取締役 経理担当兼

関係会社担当補佐

平成19年６月同社 専務取締役 経理、内部統

制担当兼関係会社担当補佐

平成20年６月同社 専務取締役 経理、内部統

制担当

平成21年６月㈱日本経済社 専務取締役

平成22年３月同社 取締役副社長

平成23年３月同社 顧問

平成23年６月当社 常勤監査役（現任）

監査役 ― 青　池　紀　夫 昭和25年６月６日生

昭和49年４月 ㈱日本経済新聞社 入社

平成24年6月
～

平成28年6月
0

平成12年３月 同社 東京本社 印刷局次長

平成16年３月 同社 東京本社 製作局総務

平成17年３月 ㈱日経東京製作センター 常務

取締役 東雲工場長 労務・製

作担当

平成18年９月 ㈱日経西部製作センター 代表

取締役社長

平成20年３月 ㈱日経茨城製作センター 代表

取締役社長

平成23年３月㈱日本経済新聞社 顧問

平成24年６月同社 経理担当付（現任）

平成24年６月 当社 社外監査役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(百株)

監査役 ― 荒　木　　　浩 昭和６年４月18日生

昭和29年４月 東京電力㈱ 入社

平成22年10月
～

平成26年6月
17

昭和58年６月 同社 取締役

昭和61年６月 同社 常務取締役

平成３年６月 同社 取締役副社長

平成５年６月 同社 取締役社長

平成７年６月 電気事業連合会 会長

平成11年５月 社団法人経済団体連合会 副会

長

平成11年６月 東京電力㈱ 取締役会長

平成14年５月 社団法人日本経済団体連合会

副会長 

平成14年６月 ㈱テレビ東京 社外監査役（現

任）

平成14年９月 東京電力㈱ 顧問

平成22年10月 当社 社外監査役（現任）

平成23年５月 東京電力㈱ 社友（現任）

監査役 ― 中　地　　　宏 昭和７年３月２日

昭和53年３月 等松・青木監査法人(現有限責

任監査法人トーマツ)代表社員

平成22年10月
～

平成26年6月
8

平成９年８月 監査法人ナカチ会長・代表社

員(現任)

平成10年10月 日本公認会計士協会会長

平成10年12月 金融再生委員会委員

平成11年４月 ㈱ナカチ経営研究所 代表取締

役(現任)

平成20年６月 ㈱テレビ東京 取締役

平成21年６月 同社 監査役（現任）

平成22年10月 当社 監査役（現任）

計 　 937

(注) １　取締役 喜多恒雄氏、取締役 大橋洋治氏、取締役 立岩文夫氏は、社外取締役であります。

２　監査役 青池紀夫氏、監査役 荒木浩氏は、社外監査役であります。

３　所有株式数は、テレビ東京ホールディングス役員持株会等名義のものも含め、実質所有株式数で記載しており

ます。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　

(ⅰ) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、株主、従業員、取引先、視聴者など各ステークホルダーを重視し、長期安定的な企業価値の向上を図

るため、コーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題の一つとして位置づけ、さまざまな施策を着実

に推進することによりその維持・向上に努めております。

　当社は、認定放送持株会社として、中核事業である放送の公共性・社会的責務の重要性を深く認識し、当社

グループにおける番組の制作及び放送に際して、放送法・電波法などの諸法令並びに日本民間放送連盟の

基準・指針を順守するよう管理・監督します。グループ各社は、放送番組編成基準などの規程を設け、視聴

者や、放送法で定められた放送番組審議会からの意見を積極的に取り入れて、良質な番組を制作・放送する

ように日々努めます。

　
(ⅱ) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

　
(a)企業統治の体制

当社は監査役制度を採用しており、独立制の高い社外取締役を含む取締役会による監督、監査役会及び監

査役による監査役監査、会計監査人による会計監査、内部監査を基軸に、経営監視体制を構築しております。

　
＜取締役会・取締役＞

当社の取締役体制は、社内取締役10名、社外取締役３名であります。取締役会は、原則毎月１回開催し、社外

取締役と社外監査役をメンバーに加え、重要事項の決定や業務執行状況の監督を行っております。

　また、常勤取締役と常勤監査役を主なメンバーとしたグループ経営会議を原則毎週１回開催し、当社グ

ループの経営戦略及び重要な業務執行を合理的かつスピーディに決裁するとともに、取締役会決議事項の

事前審議を行っております。

　当社の取締役は15名以内とする旨を定款で定めており、取締役の選任にあたっては、取締役会が定めた規

程に基づき、その適性を見極めたうえで、取締役会で決定し、株主総会でご承認を得ております。

  なお、取締役選任の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び選任決議は、累積投票によらない旨を定款で定めておりま

す。

　
＜内部統制システム＞

内部統制システムにつきましては、金融商品取引法およびその他の法令に適合することを含め、「内部統

制委員会」が中心となり、当社グループの内部統制システムを運用・強化しております。
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＜コンプライアンス体制＞

コンプライアンスの充実に関しては、法令及び諸規則等を遵守し、社会の信頼に応える高い倫理観をもっ

て企業活動を推進するため、コンプライアンスの基準となるテレビ東京グループ行動規範を制定し、当社グ

ループの全ての役員・従業員に遵守の徹底を図っております。組織対応としては、当社各局室及びグループ

企業各社にリスク管理責任者を置き、コンプライアンス・リスクをはじめとするさまざまなリスクの早期

発見と予防に努めるほか、当社に「コンプライアンス局」を置いて、グループ全体のコンプライアンス推進

活動を支援しております。

また、コンプライアンス推進の実効性を高めるために、定期的にグループ役員・従業員を対象としたコン

プライアンス研修を実施するほか、当社及びグループ企業各社に内部通報窓口を設置して業務の適正化を

図っております。

さらに、当社グループの主要な事業である放送分野でのコンプライアンスの徹底を図るためテレビ東京が

番組制作ハンドブックを作成し、グループ各社の制作部門・外部関係者等に配布し、遵守を呼び掛けるほ

か、テレビ東京編成局に「番組審査部」を置いて、放送内容のチェックや助言をしています。

（注）平成24年６月21日付をもって、「コンプライアンス局」を「法務・契約局」に変更しております。

　
＜リスク管理体制＞

リスク管理体制は、当社の「リスク管理委員会」が中心となり、グループ内のリスク情報を一元的に集約

し、対応が必要と認められたリスクについては、優先的に予防対策を講じております。また、万一損失の事態

が発生した場合でも、速やかに緊急対策や回復措置が実行され、損失の極小化や再発防止が図れるよう対策

を構築しております。

　
＜グループ内部統制＞

グループ企業に対しては、各社の自主自立を尊重しつつ、重要事項については、事業会社管理規程、関係会

社管理規程等により、当社取締役会もしくはグループ経営会議に事前承認または報告を求めております。ま

た、グループ企業には、取締役・監査役を派遣し、ガバナンスの向上に努め、定期的な連絡会、社長会を通じ

て相互に情報を共有し、適正な業務の推進を図っております。

(注) 会社法及び会社法施行規則等に基づく内部統制の基本方針の概要は次のとおりであります。

１．コンプライアンス体制を強化する。

２．リスク管理体制を整備する。

３．業務の効率化を図る。

４．内部監査機能を充実させる。

５．重要な情報を保存し管理する。

６．グループ企業体制を強化する。

７．監査役監査の向上を図る。

８．財務報告の適正を確保する。

この方針に基づき、計画を着実に推進することにより、コーポレート・ガバナンスの充実を図り、その実

績を開示してまいります。
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(b)監査体制

＜監査役・監査役会＞

当社の監査役体制は、４名のうち２名を社外監査役としております。なお、法令に定める監査役の員数を欠

くこととなる場合に備え、補欠監査役を１名選任しております。

　箕輪新一監査役は、長年にわたり㈱日本経済新聞社の経理部門に在籍し、過去に㈱テレビ東京の取締役と

して経理部門を担当するなど、財務及び会計について相当な知見を有しております。また、中地宏監査役は、

当社の社外取締役に就任していたことから会社法に定める社外監査役ではありませんが、公認会計士の資

格を有し、日本公認会計士協会会長等を歴任するなど、財務及び会計について相当な知見を有しておりま

す。

　監査役会は、原則毎月１回開催し、監査計画に基づく監査の実施状況や各監査役からの経営情報を共有化

するなど、監査役間のコミュニケーションの向上により監査の充実を図っております。

　また、監査役会は、代表取締役と２カ月に１回程度、意見交換会を開催し経営課題に関し協議を行っており

ます。

　常勤監査役はグループ経営会議などの重要な会議に出席し、会計監査人から監査計画、会計監査報告、関係

会社監査の結果報告などを適宜受け、内部監査部門からも監査計画や監査結果の報告を受けるなど連携を

密にして監査の効率化と機能の向上を図っております。

　監査の実効性を確保するため、取締役及び従業員は監査役に報告すべき事項を適時、適切に報告し、また、

経営、業績に影響を及ぼす重要な事項が発生した場合においても適時、適切に監査役が報告を受ける体制を

整備しております。

　監査役の選任にあたっては、監査役会及び取締役会が定めた規程に基づき、その適性を見極めたうえで、監

査役会及び取締役会で決定し、株主総会でご承認を得ております。

　なお、監査役の監査業務をサポートするため「監査役会事務局」を設置しております。

　
＜会計監査＞

会計監査につきましては、有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しております。当事業年度におい

て業務を執行した公認会計士は、業務執行社員の秋山卓司氏及び上坂健司氏の２名で、補助者は、公認会計

士７名、会計士補等３名、その他６名で構成されております。

　
＜内部監査＞

内部監査につきましては、「コンプライアンス局リスク管理部」（５名、内部統制監査業務を含む）がグ

ループ企業を含めた業務監査を実施しております。

（注）平成24年６月21日付をもって、「コンプライアンス局リスク管理部」を「法務・契約局リスク管理部」に変更し

ております。
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(c)社外役員の体制

＜社外役員の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係＞

①社外取締役喜多恒雄氏は㈱日本経済新聞社の代表取締役社長であります。同社は当社の総議決権の

33％を有し、当社は同社の持分法適用の関連会社であります。同社と当社子会社の間には、広告会社を

通じた広告取引、建物の賃借、番組制作の協力、イベント事業などに係る取引があります。

②社外取締役大橋洋治氏は全日本空輸㈱の取締役会長であり、また、過去に社団法人日本経済団体連合会

の副会長に就任しておりました。

全日本空輸㈱と当社子会社の間には広告会社を通じた広告取引などがあります。当社子会社のテレビ

東京は同社株式を所有し、同社は当社株式を所有しております。

また、当社子会社の㈱テレビ東京は社団法人日本経済団体連合会の会員であります。

③社外取締役立岩文夫氏はテレビ大阪㈱の代表取締役社長であり、また、㈱日本経済新聞社の出身であり

ます。

テレビ大阪㈱は当社子会社のテレビ東京をキー局とするＴＸＮネットワークを構成しており、同社と

当社子会社の間には番組販売などの取引があります。当社子会社のテレビ東京は同社株式を所有し、同

社は当社株式を所有しております。当社の代表取締役社長である島田昌幸は2011年6月から同社の社外

取締役に就任しており、同社とは相互に社外役員を派遣しておりますが、これはＴＸＮネットワークの

発展、強化を目的としたものであります。

また、㈱日本経済新聞社は当社の総議決権の33％を有し、当社は同社の持分法適用の関連会社でありま

す。同社と当社子会社の間には、広告会社を通じた広告取引、建物の賃借、番組制作の協力、イベント事

業などに係る取引があります。

④社外監査役青池紀夫氏は㈱日本経済新聞社の経理担当付であります。同社は当社の総議決権の33％を

有し、当社は同社の持分法適用の関連会社であります。同社と当社子会社の間には、広告会社を通じた

広告取引、建物の賃借、番組制作の協力、イベント事業などに係る取引があります。

⑤社外監査役荒木浩氏は、東京電力㈱の社友であり、過去に同社の取締役社長、取締役会長並びに社団法

人日本経済団体連合会の副会長などを歴任されました。

東京電力㈱と当社子会社の間には、過去に広告会社を通じた広告取引などがありました。

また、当社子会社の㈱テレビ東京は社団法人日本経済団体連合会の会員であります。

　
＜社外役員が企業統治において果たす機能及び役割並びに社外役員の独立性に関する基準または方針＞

放送事業を営む当社が社外役員に期待するのは、「報道メディアに関する高い専門知識と経験」及び「会

社経営に関する豊富な経験と高い識見」であり、各々の基準にふさわしい人材を選任しております。

なお、当社は「取締役候補者選定基準」及び「監査役候補者選定基準」において、社外役員候補者の基準

を「当社と利害関係を有しない独立した立場であることが好ましい」と定めており、現任する社外役員の

独立性は十分確保されております。
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＜社外役員による監督、監査の体制＞

社外取締役のサポートは取締役会の事務局である「経営企画局」が担当し、重要な経営課題については資

料の配布や説明を行うなどして適宜、情報を伝達しております。また、常勤取締役と常勤監査役を主なメン

バーとするグループ経営会議の意思決定についても、必要に応じて情報を伝達しております。

  社外監査役のサポートは専任の「監査役会事務局」が担当し、常勤監査役は聴取した監査情報を定期的

に社外監査役に報告しております。また、会計監査人からの監査計画及び監査結果の聴取は、社外監査役も

出席して監査役会として行うほか、監査役会は代表取締役との経営課題に関する意見交換会を２カ月に１

回程度開催しております。

　
＜社外役員との責任限定契約＞

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、社外取締役及び社外

監査役が任務を怠ったことによる損害賠償責任を法令の定める額まで限定する契約を締結しております。

　
(d)役員の報酬等

＜提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数＞　

当事業年度における役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

は、以下のとおりであります。

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額
（百万円） 対象となる

役員の員数（人）
基本報酬 退職慰労金

取締役
（社外取締役を除く。）

112 112 ― 3

監査役
（社外監査役を除く。）

26 26 ― 3

社外役員 10 10 ― 2

　

＜提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等＞　

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

　

＜役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針＞　

①取締役の報酬　

常勤取締役の報酬は、原則として「月額報酬」及び「株式取得報酬」の２つで構成します。

　常勤取締役の各人別の月額報酬額は、各取締役の役位、在任期間、担当職務、職務執行能力及び過年度に

おける業績への寄与度等に基づいて、取締役会が支給額を決定します。また、株式取得報酬として、原則と

して各取締役の月額報酬の２カ月分を支給します。

非常勤の取締役の報酬は、原則として「月額報酬」のみとし、その取締役の社会的地位及び会社への貢

献度等を考慮のうえ決定します。

(注)株式取得報酬は、株価上昇による長期的なインセンティブを目指し、原則としてその全額を役員持株

会へ月々拠出のうえ、当社株式を継続的に取得することを目的とした報酬であり、月割したうえで月

額報酬にあわせて支給します。
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②監査役の報酬

監査役の報酬は、原則として「月額報酬」のみとします。

　監査役の各人別の月額報酬額は、常勤・非常勤の別及び在任期間並びに担当職務等に基づいて、監査役

の協議により支給額を決定します。非常勤の監査役については、その監査役の社会的地位及び会社への貢

献度等を考慮するものとします。

　
(e)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

当社は反社会的勢力による経営活動への関与の防止や当該勢力による被害を防止するため、「テレビ

東京グループ行動規範」において反社会的勢力排除に向けた行動基準を次のとおり定めております。

◆反社会的勢力との対決

市民生活の秩序や安全に脅威を与える反社会的な団体・個人に対しては、毅然とした態度で臨み、一切の

関係を持たず、名目に関わらずいかなる利益供与もしない。

　
＜反社会的勢力排除に向けた整備状況＞

反社会的勢力の排除を含めたコンプライアンス等については、コンプライアンス局が統括管理しており

ます。

　また、総務局が反社会的勢力排除に関する対応部署となり、総務局長を不当要求防止の対応責任者とし

ております。

　外部の専門機関との連携状況に関しては、社内における従業員等の安全確保や反社会的勢力からの不当

要求に備え、最寄りの警察署、特殊暴力対策協議会、弁護士等からの情報提供や助言・助力を受けるなど

日頃から緊密な連携関係を構築しております。また、従業員等の安全確保に関しては、総務局が日々警備

会社と連携をとりながら万全の体制を構築しております。

（注）平成24年６月21日付をもって、「コンプライアンス局」を「法務・契約局」に変更しております。

　
(f)株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議は、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めており

ます。これは、株主総会の円滑な運営を行うことを目的としております。

　

(g)株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

＜中間配当＞

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって、毎年９月30日の最終の株主名簿に

記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる旨を定款に定めて

おります。これは、株主への機動的な利益還元を目的としております。

　
＜自己株式の取得＞

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる

旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に応じた機動的な資本政策を行うことを目的としてお

ります。
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＜コーポレート・ガバナンス体制＞
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(ⅲ)株式の保有状況

　
当社について以下のとおりであります。

　

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                         １銘柄

貸借対照表計上額の合計額       300百万円

　
ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的

(前事業年度)

特定投資株式

該当事項はありません。

　

みなし保有株式

該当事項はありません。

　
(当事業年度)

特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

　㈱ｍｍｂｉ 6,000 300　取引先との関係強化

　

みなし保有株式

該当事項はありません。

　
ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

　
当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）がもっとも大きい会社

（最大保有会社）である㈱テレビ東京については以下のとおりであります。

　

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                         50 銘柄

貸借対照表計上額の合計額       6,567百万円

　
ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的
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(前事業年度)

特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱電通 400,000 858取引先との関係強化

㈱博報堂ＤＹホールディングス 172,000 755取引先との関係強化

東映㈱ 700,000 276取引先との関係強化

㈱ＷＯＷＯＷ 1,730 239取引先との関係強化

㈱アサツー　ディ・ケイ 103,300 230取引先との関係強化

㈱ビックカメラ 6,065 202取引先との関係強化

㈱松竹 283,000 170取引先との関係強化

㈱歌舞伎座 46,000 164取引先との関係強化

㈱ホリプロ 170,600 133取引先との関係強化

㈱資生堂 69,000 99取引先との関係強化

㈱角川グループホールディングス 40,112 76取引先との関係強化

全日本空輸㈱ 285,000 70取引先との関係強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 16,500 42取引先との関係強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 221,550 30取引先との関係強化

デジタル・アドバタイジング・コンソー
シアム㈱

750 25取引先との関係強化

㈱クリーク・アンド・リバー社 800 16取引先との関係強化

㈱ナノ・メディア 465 10取引先との関係強化

㈱インデックス・ホールディングス 2,150 8 取引先との関係強化

㈱ヤクルト本社 1,879 3 取引先との関係強化

　

みなし保有株式

該当事項はありません。
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(当事業年度)

特定投資株式

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

㈱電通 400,000 1,054取引先との関係強化

㈱博報堂ＤＹホールディングス 172,000 894取引先との関係強化

㈱ＷＯＷＯＷ 1,730 310取引先との関係強化

東映㈱ 700,000 298取引先との関係強化

㈱ビックカメラ 6,065 265取引先との関係強化

㈱アサツー　ディ・ケイ 103,300 245取引先との関係強化

㈱松竹 283,000 220取引先との関係強化

㈱歌舞伎座 46,000 182取引先との関係強化

㈱角川グループホールディングス 40,112 105取引先との関係強化

㈱資生堂 69,000 98取引先との関係強化

全日本空輸㈱ 285,000 71取引先との関係強化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 16,500 44取引先との関係強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 221,550 29取引先との関係強化

デジタル・アドバタイジング・コンソー
シアム㈱

750 19取引先との関係強化

㈱クリーク・アンド・リバー社 800 17取引先との関係強化

㈱ヤクルト本社 2,157 6 取引先との関係強化

㈱インデックス・ホールディングス 2,150 4 取引先との関係強化

　

みなし保有株式

該当事項はありません。

　
ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 20 ― 26 0

連結子会社 68 ― 51 ―

計 88 ― 78 0

　

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

　

当連結会計年度

該当事項はありません。

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

該当事項はありません。

　

当連結会計年度

当社が監査公認会計士等に対して報酬を支払っている非監査業務の内容は国際財務報告基準（ＩＦ

ＲＳ）の助言指導業務であります。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成23年４月１日から平成24

年３月31日まで)及び事業年度(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸

表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加

入し、会計基準設定主体等の行う研修への参加により、会計基準等の内容を適切に把握し、または会計基準

等の変更等について的確に対応することができる体制を整備しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 26,407 20,695

受取手形及び売掛金 18,975 ※3
 20,841

制作勘定 8,501 10,385

商品 77 91

貯蔵品 13 19

未収還付法人税等 3 950

繰延税金資産 666 1,357

その他 969 1,172

貸倒引当金 △91 △75

流動資産合計 55,523 55,437

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,783 7,421

機械装置及び運搬具（純額） 3,114 3,007

工具、器具及び備品（純額） 278 229

土地 4,289 4,291

リース資産（純額） 525 917

建設仮勘定 629 2,007

有形固定資産合計 ※1
 16,621

※1
 17,876

無形固定資産

のれん 1,467 621

その他 755 1,006

無形固定資産合計 2,222 1,628

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 7,719

※2
 8,424

長期貸付金 66 72

繰延税金資産 637 561

その他 4,021 4,637

貸倒引当金 △130 △71

投資その他の資産合計 12,314 13,624

固定資産合計 31,159 33,128

資産合計 86,682 88,566
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,126 2,949

短期借入金 100 2,600

リース債務 193 566

未払費用 7,970 9,185

未払法人税等 489 485

繰延税金負債 1 1

賞与引当金 1,269 1,262

その他 2,371 4,111

流動負債合計 15,522 21,161

固定負債

長期借入金 5,000 －

長期未払金 646 626

リース債務 373 456

繰延税金負債 3 －

退職給付引当金 3,232 3,264

役員退職慰労引当金 31 35

資産除去債務 394 252

その他 59 33

固定負債合計 9,739 4,670

負債合計 25,261 25,831

純資産の部

株主資本

資本金 10,000 10,000

資本剰余金 20,686 20,685

利益剰余金 32,767 33,214

自己株式 △3,126 △3,126

株主資本合計 60,327 60,774

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △386 322

為替換算調整勘定 △61 △69

その他の包括利益累計額合計 △448 253

少数株主持分 1,542 1,707

純資産合計 61,420 62,734

負債純資産合計 86,682 88,566
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

売上高 107,327 111,521

売上原価 77,454 80,605

売上総利益 29,873 30,915

販売費及び一般管理費

人件費 6,409 6,798

賞与引当金繰入額 428 431

退職給付費用 346 315

役員退職慰労引当金繰入額 94 12

代理店手数料 13,690 14,501

貸倒引当金繰入額 60 25

賃借料 1,283 1,307

減価償却費 457 490

その他 4,826 4,845

販売費及び一般管理費合計 ※1
 27,598

※1
 28,727

営業利益 2,275 2,188

営業外収益

受取利息 24 39

受取配当金 99 139

為替差益 30 6

持分法による投資利益 92 55

受取賃貸料 68 50

保険解約返戻金 61 61

その他 105 93

営業外収益合計 482 446

営業外費用

支払利息 80 33

金利スワップ解約損 － 10

その他 6 2

営業外費用合計 87 46

経常利益 2,671 2,588

EDINET提出書類

株式会社テレビ東京ホールディングス(E24545)

有価証券報告書

 53/106



(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 － ※2
 1

投資有価証券売却益 － 49

負ののれん発生益 1,654 －

段階取得に係る差益 518 －

特別利益合計 2,172 50

特別損失

固定資産売却損 ※3
 0 －

固定資産除却損 ※4
 38

※4
 25

減損損失 － ※5
 602

投資有価証券売却損 113 －

投資有価証券評価損 93 221

ゴルフ会員権評価損 － 17

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 435 －

段階取得に係る差損 718 －

その他 － 7

特別損失合計 1,400 873

税金等調整前当期純利益 3,443 1,765

法人税、住民税及び事業税 794 693

法人税等調整額 △303 △619

法人税等合計 491 73

少数株主損益調整前当期純利益 2,952 1,691

少数株主利益 257 303

当期純利益 2,694 1,388
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 2,952 1,691

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △371 709

為替換算調整勘定 △20 △7

その他の包括利益合計 △391 ※1
 702

包括利益 2,560 2,393

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,302 2,090

少数株主に係る包括利益 257 303
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 8,910 10,000

当期変動額

株式移転による増加 1,089 －

当期変動額合計 1,089 －

当期末残高 10,000 10,000

資本剰余金

当期首残高 8,684 20,686

当期変動額

株式移転による増加 12,002 －

自己株式の処分 △1 △0

当期変動額合計 12,001 △0

当期末残高 20,686 20,685

利益剰余金

当期首残高 30,589 32,767

当期変動額

剰余金の配当 △516 △941

当期純利益 2,694 1,388

当期変動額合計 2,178 446

当期末残高 32,767 33,214

自己株式

当期首残高 △1 △3,126

当期変動額

株式移転による増加 △2,504 －

自己株式の取得 △622 △0

自己株式の処分 2 0

当期変動額合計 △3,124 0

当期末残高 △3,126 △3,126

株主資本合計

当期首残高 48,182 60,327

当期変動額

株式移転による増加 10,587 －

剰余金の配当 △516 △941

当期純利益 2,694 1,388

自己株式の取得 △622 △0

自己株式の処分 1 0

当期変動額合計 12,144 446

当期末残高 60,327 60,774
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △15 △386

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△371 709

当期変動額合計 △371 709

当期末残高 △386 322

為替換算調整勘定

当期首残高 △41 △61

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△20 △7

当期変動額合計 △20 △7

当期末残高 △61 △69

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △56 △448

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△391 702

当期変動額合計 △391 702

当期末残高 △448 253

少数株主持分

当期首残高 1,352 1,542

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 189 165

当期変動額合計 189 165

当期末残高 1,542 1,707

純資産合計

当期首残高 49,478 61,420

当期変動額

株式移転による増加 10,587 －

剰余金の配当 △516 △941

当期純利益 2,694 1,388

自己株式の取得 △622 △0

自己株式の処分 1 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △202 867

当期変動額合計 11,942 1,314

当期末残高 61,420 62,734
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,443 1,765

減価償却費 2,659 2,490

のれん償却額 205 346

賞与引当金の増減額（△は減少） △154 △6

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △24 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 142 32

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △566 4

長期未払金の増減額（△は減少） 646 △19

貸倒引当金の増減額（△は減少） 50 △75

受取利息及び受取配当金 △124 △178

支払利息 80 33

固定資産売却損益（△は益） 0 △1

固定資産除却損 38 25

投資有価証券売却損益（△は益） 113 △49

投資有価証券評価損益（△は益） 93 221

持分法による投資損益（△は益） △92 △55

売上債権の増減額（△は増加） 895 △1,865

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,394 △1,903

仕入債務の増減額（△は減少） △229 △177

未払費用の増減額（△は減少） △578 1,220

前受金の増減額（△は減少） 320 413

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 435 －

段階取得に係る差損益（△は益） 199 －

負ののれん発生益 △1,654 －

減損損失 － 602

その他 △145 △529

小計 7,151 2,293

利息及び配当金の受取額 121 184

利息の支払額 △81 △38

法人税等の支払額 △678 △676

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,513 1,762
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △10,080 △15,500

定期預金の払戻による収入 － 13,580

有形固定資産の取得による支出 △2,217 △2,289

無形固定資産の取得による支出 △185 △576

投資有価証券の取得による支出 △83 △306

投資有価証券の売却による収入 205 191

関係会社株式の取得による支出 △127 －

貸付けによる支出 △9 △22

貸付金の回収による収入 24 17

その他 △62 △721

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,536 △5,628

財務活動によるキャッシュ・フロー

キャッシュ・マネジメント・システムによる預
り金の増減額（△は減少）

93 －

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,200 2,500

リース債務の返済による支出 △163 △179

長期借入金の返済による支出 △4 △5,000

自己株式の取得による支出 △622 △0

自己株式の処分による収入 0 0

配当金の支払額 △516 △945

少数株主への配当金の支払額 △27 △137

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,440 △3,762

現金及び現金同等物に係る換算差額 △8 △3

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,473 △7,631

現金及び現金同等物の期首残高 14,325 15,817

株式移転による現金及び現金同等物の増加額 9,964 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 15,817

※1
 8,185
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１　連結の範囲に関する事項

  (1) 連結子会社の数 16社

㈱テレビ東京

㈱ＢＳジャパン

テレビ東京ブロードバンド㈱

㈱テレビ東京ミュージック

㈱テレビ東京メディアネット

㈱テレビ東京コマーシャル

㈱テレビ東京アート

㈱テレビ東京システム

㈱テレビ東京制作

㈱テレビ東京ダイレクト

㈱テレビ東京ヒューマン

㈱テクノマックス

㈱テレビ東京建物

㈱エー・ティー・エックス

TV TOKYO AMERICA, INC.

エフエムインターウェーブ㈱

  (2) 主要な非連結子会社の名称等

NARUTO製作委員会(民法上の任意組合)

      （連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純利益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであ

ります。

　
２　持分法の適用に関する事項

  (1) 持分法適用の非連結子会社の数

                                      16社

      主要な会社の名称

        NARUTO製作委員会（民法上の任意組合）

  (2) 持分法適用の関連会社の数 ４社

㈱日経映像

㈱日経ＣＮＢＣ

㈱インタラクティーヴィ

㈱チェンジフィールド

  (3) 持分法非適用の非連結子会社又は関連会社の主要な会社名

当社は非連結子会社及び関連会社を全て持分法適用会社としているため、持分法非適用の非連結子会

社及び関連会社はありません。
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３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、TV TOKYO AMERICA, INC.を除き、全て連結決算日と一致しております。

　なお、TV TOKYO AMERICA, INC.は12月31日を決算日としています。連結財務諸表の作成に当たっては、同日

現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行ってお

ります。

　

４　会計処理基準に関する事項

  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

    ①　有価証券

      その他有価証券

時価のあるもの：連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定)によっております。

時価のないもの：移動平均法による原価法によっております。

    ②　たな卸資産

        評価基準は原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)によっております。

      制作勘定

        個別法

      商品・貯蔵品

        主として先入先出法

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

    ①　有形固定資産

        (リース資産を除く)

        定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については、定額法によっており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物          ３年～50年

機械装置及び運搬具      ２年～10年

    ②　無形固定資産

        (リース資産を除く)

        定額法によっております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（３～５年）に基づく

定額法によっております。

    ③　リース資産

        所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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  (3) 重要な引当金の計上基準

    ①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

    ②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上

しております。

    ③　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

なお、数理計算上の差異については、発生年度において一括して処理しております。また過去勤務債

務については、発生年度よりその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による

定額法により処理しております。

    ④　役員退職慰労引当金

一部の連結子会社において役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく連結会計年度末

要支給額を計上しております。

  (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

  (5) 重要なヘッジ会計の方法

    ①　ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。

    ②　ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）

金利スワップ 借入金の利息

    ③　ヘッジ方針

一部の連結子会社は、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、

ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行っております。

    ④　ヘッジ有効性評価

リスク管理方針に従って、以下の条件を満たす金利スワップを締結しております。

Ⅰ 金利スワップの想定元本と長期借入金の元本金額が一致している。

Ⅱ　金利スワップと長期借入金の契約期間及び満期が一致している。

Ⅲ　長期借入金の変動金利のインデックスと金利スワップで受払いされる変動金利のインデックスが、

3ヵ月円TIBOR+0.5％で一致している。

Ⅳ　長期借入金と金利スワップの金利改定条件が一致している。

Ⅴ　金利スワップの受払い条件がスワップ期間を通じて一定である。

従って、金利スワップの特例処理の要件を満たしているので決算日における有効性の評価を省略

している。
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  (6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんは５年間で均等償却することとしております。なお、金額に重要性が乏しい場合には、のれんが

生じた期の損益として処理しております。

  (7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

  (8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

    ①　消費税等の会計処理

        消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

    ②　連結納税制度の適用

        連結納税制度を適用しております。

　

【未適用の会計基準等】

「減価償却に関する当面の監査上の取り扱い」の改正について（日本公認会計士協会　監査・保証実務

委員会実務指針第81号　平成24年２月14日最終改正）

(1) 概要

「経済社会の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年

法律第114号。以下「平成23年度税制改正」という。）において、減価償却資産に係る定率法の償却率の見

直しが行われたことに対応するため、「Ⅴ　平成23年度税制改正に係る監査上の取り扱い」が追加される

等の見直しが行われたものであります。

(2) 適用予定日

平成24年４月１日以後終了する連結会計年度に係る監査より適用予定

(3) 当該会計基準等の適用による影響

連結財務諸表作成時において財務諸表に与える影響は、現在評価中です。

　

【追加情報】

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しており

ます。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

建物及び構築物 6,231百万円 6,585百万円

機械装置及び運搬具 20,413百万円 20,683百万円

工具、器具及び備品 1,071百万円 1,123百万円

リース資産 285百万円 488百万円

　計 28,002百万円 28,881百万円

　
※２　関連会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

投資有価証券(株式) 507百万円 558百万円

　

※３  期末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形を満期日に決済が行わ

れたものとして処理しております。

　

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

受取手形 ―百万円 176百万円

　

(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

　 51百万円 41百万円

　
※２　固定資産売却益の内訳

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

機械装置及び運搬具 ―百万円 1百万円

    計 ―百万円 1百万円

　
※３　固定資産売却損の内訳

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

機械装置及び運搬具 0百万円 ―百万円

    計 0百万円 ―百万円
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※４　固定資産除却損の内訳

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

建物及び構築物 4百万円 1百万円

機械装置及び運搬具 12百万円 10百万円

工具、器具及び備品 0百万円 2百万円

無形固定資産 20百万円 11百万円

    計 38百万円 25百万円

　

※５  減損損失

当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

当社グループは、以下の資産グループについて減損損失602百万円を計上しております。

　

用途 種類 金額 場所

地上波アナログ

放送設備

建物及び構築物

機械装置及び運搬具
103百万円神奈川県足柄下郡他

― のれん 498百万円東京都港区

当社グループは、管理会計上の区分を考慮して資産グループを決定しております。なお、遊休設備に

ついては一体的機能を有する設備群を資産グループとしております。

地上波アナログ放送設備については、平成23年７月24日をもって地上アナログテレビジョン放送を

終了し、遊休となったため、上記の資産の帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して計上しております。なお、当資産の回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値をゼロ

として評価しております。

　減損損失の内訳は、建物及び構築物52百万円、機械装置及び運搬具50百万円であります。

また、テレビ東京ブロードバンド㈱に係るのれん相当額について、収益性が低下したことにより帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。なお、のれんの回収

可能価額は、将来キャッシュ・フローを5.0％で割り引いて算定しております。
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

その他有価証券評価差額金 　
  当期発生額 675百万円

  組替調整額 34百万円

    税効果調整前 710百万円

    税効果額 △0百万円

    その他有価証券評価差額金 709百万円

為替換算調整勘定 　
  当期発生額 △7百万円

  組替調整額 ―百万円

    税効果調整前 △7百万円

    税効果額 ―百万円

    為替換算調整勘定 △7百万円

その他の包括利益合計 702百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　　至　平成23年３月31日）
　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 20,645,00028,779,50020,645,00028,779,500

(変動事由の概要)
 発行済株式総数の増加は、㈱テレビ東京、テレビ東京ブロードバンド㈱及び㈱ＢＳジャパンが共同株式移
転により当社を設立した際に株式を発行したことによる増加であります。
 発行済株式総数の減少は、完全子会社となった㈱テレビ東京の発行済株式総数であります。 　
　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 566 1,872,940 953 1,872,553

(変動事由の概要)
 自己株式の増加は、㈱テレビ東京、テレビ東京ブロードバンド㈱及び㈱ＢＳジャパンが共同株式移転によ
り当社を設立した際に㈱テレビ東京に割り当てられた株式1,373,753株、当社における取締役会決議に基づ
く自己株式の買付498,100株、単元未満株式の買い取り970株及び㈱テレビ東京における単元未満株式の買
い取り117株であります。
 自己株式の減少は、完全子会社となった㈱テレビ東京の当連結会計年度期首における自己株式566株及び
㈱テレビ東京における単元未満株式の買い取り117株に対する当社株式の割り当て及び当社における単元
未満株主の買い増しのための処分270株であります。 　
　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　当社は平成22年10月１日に株式移転により設立された共同持株会社であり、当連結会計年度における

配当金の支払額は下記の完全子会社において決議された金額を記載しております。

決　議 株式の種類
配当金
の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月25日
定時株主総会

普通株式
(㈱テレビ東京)

309 15.00平成22年３月31日 平成22年６月28日

平成22年11月２日
取締役会

普通株式
(㈱テレビ東京)

206 10.00平成22年９月30日 平成22年12月６日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決　議
株式の
種類

配当の原資
配当金
の総額
(百万円)

１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月24日
定時株主総会

普通
株式

資本剰余金 707 25.00平成23年３月31日 平成23年６月27日
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当連結会計年度（自　平成23年４月１日　　至　平成24年３月31日）
　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 28,779,500 ― ― 28,779,500

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式 (株) 1,872,553 350 510 1,872,393

(変動事由の概要)
  自己株式の増加は、単元未満株式の買い取り350株であります。
　自己株式の減少は、単元未満株主の買い増しのための処分510株であります。
　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金
の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 707 25.00平成23年３月31日 平成23年６月27日

平成23年11月２日
取締役会

普通株式 282 10.00平成23年９月30日 平成23年12月６日

（注）　㈱テレビ東京ホールディングスの平成23年６月24日開催の株主総会において、「その他資本剰余金」を原資と

する期末配当の支払（配当総額707百万円）が決議されたことに伴い、㈱テレビ東京ホールディングスの個別財

務諸表上は「その他資本剰余金」を減少させる会計処理を行っております。

　しかしながら、㈱テレビ東京ホールディングスは㈱テレビ東京、テレビ東京ブロードバンド㈱及び㈱ＢＳジャパ

ンによる共同株式移転により設立されており、完全子会社のうち㈱テレビ東京を取得企業とし、㈱テレビ東京の

連結財務諸表を引き継いでおります。その際に、㈱テレビ東京ホールディングスの個別財務諸表上の「その他資

本剰余金」のうち、企業結合日前までの留保利益を連結財務諸表上は「利益剰余金」として処理を行っているた

め、上記期末配当の支払に関して「利益剰余金」を減少させる会計処理を行っております。

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決　議
株式の
種類

配当の原資
配当金
の総額
(百万円)

１株当た
り配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月21日
定時株主総会

普通
株式

利益剰余金 282 10.00平成24年３月31日 平成24年６月22日

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

現金及び預金 26,407百万円 20,695百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預
金

10,590百万円 12,510百万円

現金及び現金同等物 15,817百万円 8,185百万円
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(リース取引関係)

  リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

前連結会計年度(平成23年３月31日)

　 (単位：百万円)

　 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 1,084 655 429

工具、器具及び備品 503 378 124

無形固定資産 32 31 1

合計 1,620 1,064 555

　

当連結会計年度(平成24年３月31日)

　 (単位：百万円)

　 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械装置及び運搬具 986 696 289

工具、器具及び備品 305 256 48

合計 1,291 953 337

　

(2) 未経過リース料期末残高相当額

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

１年内 227百万円 192百万円

１年超 362百万円 169百万円

　合計 589百万円 361百万円

　
(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

支払リース料 374百万円 236百万円

減価償却費相当額 350百万円 217百万円

支払利息相当額 15百万円 ９百万円

　

(4) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

    リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

  利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

　

EDINET提出書類

株式会社テレビ東京ホールディングス(E24545)

有価証券報告書

 69/106



　

１．ファイナンス・リース取引

   所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 (1)リース資産の内容

   有形固定資産

      地上波放送事業におけるスタジオＨＤ設備その他の放送機器（機械及び装置）であります。

 (2)リース資産の減価償却の方法

      リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

　
２．オペレーティング・リース取引

    オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

１年内 16百万円 159百万円

１年超 ６百万円 3,122百万円

　合計 22百万円 3,282百万円
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(金融商品関係)
　

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に資金計画及び設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達し

ております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により

調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行

わない方針であります。
　

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、主

に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、ほとんど１年以内の支払期日であります。借入金は、運転資金

の調達を目的としたものであり、変動金利である場合には金利の変動リスクに晒されていますが、必要

に応じてデリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。

　デリバティブ取引は、支払金利の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした金利スワップ取引であ

ります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等

については、前述の「会計処理基準に関する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の方法」をご

覧ください。
　

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、債権管理規程に従い、営業債権について、各事業部門における管理部門と財務部が

連携して主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理すると

ともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　デリバティブ取引の利用に当たっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高い

金融機関とのみ取引を行っております。

　当連結会計年度末日現在における最大の信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照

表価額により表されております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用し

ております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満期保

有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直してお

ります。

　デリバティブ取引については、取引権限や限度額等を定めた市場リスク管理規程に基づき、取引ごと

に経営会議で基本方針を承認し、これに従い財務部が取引、記帳及び契約先と残高照合等を行っており

ます。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、各社からの報告に基づき財務部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、

手元流動性を連結売上高の１か月分相当に維持することなどにより、流動性リスクを管理しておりま

す。
　

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足情報

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等
を採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、「２．金融商品の時価等に関する事
項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る
市場リスクを示すものではありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握
することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注２）を参照ください。）

　
前連結会計年度（平成23年３月31日）

（単位：百万円）

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

　（1）現金及び預金 26,407 26,407 ―

　（2）受取手形及び売掛金 18,975 18,975 ―

　（3）投資有価証券 3,519 3,519 ―

資産計 48,902 48,902 ―

　（1）支払手形及び買掛金 3,126 3,126 ―

　（2）未払費用 7,970 7,970 ―

　（3）長期借入金 5,000 5,005 5

負債計 16,096 16,102 5

デリバティブ取引 ― ― ―

　

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

　

（3）投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券
に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

　

負　債

（1）支払手形及び買掛金、並びに（2）未払費用

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

　

（3）長期借入金

長期借入金の時価については、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用
状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該
帳簿価額によっております。また、金利スワップの特例処理の対象とされたものは、当該金利スワップと
一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利
率で割り引いて算定する方法によっております。

　

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。

　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 4,199

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投資有
価証券」には含めておりません。
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（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 26,390 ― ― ―

受取手形及び売掛金 18,975 ― ― ―

合計 45,366 ― ― ―

　

（注４）長期借入金の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

区分 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 ― 5,000 ― ― ― ―

　

当連結会計年度（平成24年３月31日）
　

（単位：百万円）

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

　（1）現金及び預金 20,695 20,695 ―

　（2）受取手形及び売掛金 20,841 20,841 ―

　（3）投資有価証券 4,028 4,028 ―

資産計 45,564 45,564 ―

　（1）未払費用 9,185 9,185 ―

負債計 9,185 9,185 ―

　

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資　産

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

　

（3）投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券
に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

　

負　債

（1）未払費用

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 4,396

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投資有
価証券」には含めておりません。

　

（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 20,681 ― ― ―

受取手形及び売掛金 20,841 ― ― ―

合計 41,522 ― ― ―

　

　

次へ
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(有価証券関係)

前連結会計年度

１　その他有価証券(平成23年３月31日)

　

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

　①　株式 1,564 1,197 366

小計 1,564 1,197 366

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

　①　株式 1,955 2,759 △803

小計 1,955 2,759 △803

合計 3,519 3,957 △437

(注)表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価

証券評価損93百万円を計上しております。

　

２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 205 ― 113

合計 205 ― 113

　

当連結会計年度

１　その他有価証券(平成24年３月31日)

　

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

(百万円)

取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

　 　 　

　①　株式 1,911 1,188 723

小計 1,911 1,188 723

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

　 　 　

　①　株式 2,116 2,563 △447

小計 2,116 2,563 △447

合計 4,028 3,751 276

(注)表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価

証券評価損84百万円を計上しております。
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２　当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　

区分
売却額
(百万円)

売却益の合計額
(百万円)

売却損の合計額
(百万円)

株式 191 49 ―

合計 191 49 ―

　

(デリバティブ取引関係)

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　前連結会計年度（平成23年３月31日）

該当する事項はありません。

　

　当連結会計年度（平成24年３月31日）

該当する事項はありません。

　

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

　前連結会計年度（平成23年３月31日）

（単位：百万円）

ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引の

種類等
主なヘッジ対象

契約額等
（うち1年超）

時価
時価の
算定方法

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

長期借入金
1,250
(1,250)

（*）
取引先金融機関か
ら提示された価格
によっている

（*）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている

ため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しています。

　

　当連結会計年度（平成24年３月31日）

該当事項はありません。
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(退職給付関係)

　

１　採用している退職給付制度の概要

国内連結子会社は確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度（金利変動型）、厚生年金基金制度、

適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、確定拠出型の制度として特定退職金共済制

度及び中小企業退職金共済制度を採用しております。

なお、一部の国内連結子会社は平成17年４月１日に、従来の適格退職年金制度について確定給付企業年金

制度（金利変動型）へ、退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行しております。

　
２　退職給付債務に関する事項

（単位：百万円） 

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

①　退職給付債務 △6,919 △6,909

②　年金資産 3,442 3,461

③　未積立退職給付債務(①+②) △3,477 △3,447

④　未認識過去勤務債務 244 182

⑤　連結貸借対照表計上額(純額)
　　(③+④)

△3,232 △3,264

⑥　前払年金費用(注)１ ― ―

⑦　退職給付引当金(⑤-⑥)(注)１ △3,232 △3,264

(注)１．「退職給付引当金」及び「前払年金費用」は、当社の連結貸借対照表の表示上両者をネットしております。な

お、ネットした額は、前連結会計年度末46百万円、当連結会計年度末40百万円であります。

    ２．一部の国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。

　

３　退職給付費用に関する事項

  （単位：百万円） 

　

前連結会計年度 当連結会計年度

（自　平成22年４月１日 （自　平成23年４月１日

至　平成23年３月31日）至　平成24年３月31日）

①　勤務費用(注)１ 535 541

②　利息費用 113 113

③　期待運用収益 △62 △60

④　数理計算上の差異の処理額 84 △7

⑤　過去勤務債務の費用処理額 62 62

⑥　退職給付費用(①+②+③+④+⑤) 733 649

⑦　その他(注)２ 138 138

　計（⑥+⑦） 871 787

(注)１. 一部の国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採用しております。退職給付費用は勤務費用

に計上しております。

    ２. 確定拠出年金への掛金支払額であります。

　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①　退職給付見込額の期間配分方法 　期間定額基準

②　割引率 　2.0％

③　期待運用収益率 　2.0％

④　数理計算上の差異の処理年数 　発生時一括処理

⑤　過去勤務債務の額の処理年数 　10年定額法処理
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  ①　流動資産

（単位：百万円） 

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

繰延税金資産 　 　

  賞与引当金 520 485

　未払事業税 75 81

　繰越欠損金 62 688

　その他 118 106

繰延税金資産小計 777 1,361

評価性引当額 △110 △4

繰延税金資産合計 666 1,357

  ②　流動負債

（単位：百万円） 

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

繰延税金負債 　 　

  債権債務相殺消去に伴う
　貸倒引当金の修正

1 1

繰延税金負債合計 1 1

  ③　固定資産

（単位：百万円） 

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

繰延税金資産 　 　

　減価償却超過額 143 101

　投資有価証券 90 108

　その他有価証券評価差額金 564 252

　長期未払金 252 169

　退職給付引当金 1,329 1,197

　資産除去債務 182 115

　固定資産の未実現利益消去 99 95

　繰越欠損金 2,706 1,483

　その他 191 160

繰延税金資産小計 5,561 3,684

評価性引当額 △4,923 △3,120

繰延税金資産合計 637 564

繰延税金負債（固定）との相殺 ― △3

繰延税金資産（純額） 637 561
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  ④　固定負債

（単位：百万円） 

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

繰延税金負債 　 　

  連結納税加入に伴う資産の評価
  損

3 2

  その他有価証券評価差額金 ― 0

繰延税金負債合計 3 3

繰延税金資産（固定）との相殺 ― △3

繰延税金負債（純額） 3 ―

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

法定実効税率 40.7％ 40.7％

（調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

4.4％ 7.6％

受取配当金等永久に益金に算入
されない項目

△1.0％ △1.2％

住民税均等割 0.4％ 0.9％

のれんの償却額等 △14.8％ 19.5％

持分法投資損益 △1.0％ △1.2％

評価性引当額の増減 △14.3％ △70.3％

連結子会社との実効税率差異 0.5％ 1.2％

税率変更による期末繰延税金資
産の減額修正

―％ 7.3％

その他 △0.6％ △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

14.3％ 4.2％

　
３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律及び東日本

大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成23年12月２

日に公布されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成24年４

月１日以降解消されるものに限る)に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の40.7％から、回収又は支

払が見込まれる期間が平成24年４月１日から平成27年３月31日までのものは38.0％、平成27年４月１日以

降のものについては35.6％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)が129百万円減少し、当連結会計年

度に計上された法人税等調整額が128百万円増加、その他有価証券評価差額金が0百万円減少しております。
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(資産除去債務関係)

　

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

　

(１)当該資産除去債務の概要

アナログテレビ中継局の空中線の電波法に基づく撤去義務及びアナログ放送周辺設備の不動産賃

貸借契約に伴う原状回復義務であります。

(２)当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を平成13年の電波法改正より10年と見積もり、割引率は1.36％を使用して資産除去

債務の金額を計算しております。

(３)当該資産除去債務の総額の増減

（単位：百万円） 

　
前連結会計年度

（平成23年３月31日）
当連結会計年度

（平成24年３月31日）

期首残高(注) 388 394

有形固定資産の取得に伴う増加額 ― ―

時の経過による調整額 5 2

資産除去に伴う減少額 ― △143

期末残高 394 252

(注)  前連結会計年度の「期首残高」は「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平

成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21

号  平成20年３月31日)を適用したことによる残高であります。

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、コンテンツの有効利用という観点から、地上波放送やＢＳ放送を中心とした一次利用と、

それ以外での収益確保という二次利用とを包括的に捉えて事業活動を展開しております。また放送を中心

とした当社の事業を機能的に補完するという役割を担っている子会社もあります。

　したがって、当社グループは㈱テレビ東京を基礎とした「地上波放送事業」、その子会社を基礎とした

「放送周辺事業」、㈱ＢＳジャパンを基礎とした「ＢＳ放送事業」、テレビ東京ブロードバンド㈱を基礎と

した「インターネット・モバイル事業」の４つを報告セグメントとしております。

　報告セグメントごとの事業の内容は以下のとおりであります。

　

報告セグメント 事業の内容

地上波放送事業
テレビ番組の制作・放送及び地上波テレビ広告の放送、また放送番組
の周辺権利を利用した事業

放送周辺事業 放送番組の企画制作・技術・中継、音楽関連、通信販売などの事業

ＢＳ放送事業 ＢＳテレビ広告の放送、またＢＳ放送番組の周辺権利を利用した事業

インターネット・モバイル事業
インターネット・モバイル向け映像コンテンツ等の配信・提供などの
事業

　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益（のれん償却前）ベースの数

値であります。また、報告セグメントごとのセグメント資産には、連結決算上ののれんの未償却残高は含ま

れておりません。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント

調整額
（注）１

連結財務諸
表計上額
（注）２

地上波放送
事業

放送周辺
事業

ＢＳ放送
事業

インターネット・

モバイル事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 83,34519,651 3,299 1,032107,327 ― 107,327

セグメント間の
内部売上高又は振替高

8,590 13,225 131 126 22,074△22,074 ―

計 91,93532,876 3,430 1,159129,401△22,074107,327

セグメント利益 211 1,898 342 81 2,535 △259 2,275

セグメント資産 59,52014,49513,964 1,344 89,324△2,642 86,682

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 2,233 383 47 24 2,688 △28 2,659

持分法適用会社への
　投資額

419 ― ― ― 419 87 507

有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

2,449 287 7 17 2,761 △30 2,730

(注)１．調整額は以下のとおりであります。

（1）セグメント利益の調整額△259百万円には、セグメント間取引消去137百万円、のれん償却額△205百万円及び無

形固定資産・制作勘定の調整額９百万円、全社費用△201百万円が含まれております。なお、全社費用は、主に報

告セグメントに帰属しない持株会社に係る費用であります。

（2）セグメント資産の調整額△2,642百万円には、セグメント間取引消去△29,820百万円、のれん1,467百万円、全社

資産25,711百万円が含まれております。なお、全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない持株会社の資産で

あります。　

（3）減価償却費の調整額△28百万円は、セグメント間取引消去であります。　

（4）持分法適用会社への投資額の調整額87百万円は、主に報告セグメントに帰属しない持株会社の投資額でありま

す。　

（5）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△30百万円は、セグメント間取引消去であります。　

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　
報告セグメント

調整額
（注）１

連結財務諸
表計上額
（注）２

地上波放送
事業

放送周辺
事業

ＢＳ放送
事業

インターネット・

モバイル事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 82,87819,355 7,618 1,668111,521 ― 111,521

セグメント間の
内部売上高又は振替高

8,370 13,573 297 364 22,606△22,606 ―

計 91,24932,928 7,915 2,033134,127△22,606111,521

セグメント利益 △1,220 2,352 1,398 118 2,648 △460 2,188

セグメント資産 57,05115,12414,967 1,490 88,634 △67 88,566

その他の項目 　 　 　 　 　 　 　

減価償却費 1,972 392 106 47 2,518 △28 2,490

持分法適用会社への
　投資額

470 ― ― ― 470 87 558

有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

3,636 590 135 74 4,435 △20 4,415

(注)１．調整額は以下のとおりであります。

（1）セグメント利益の調整額△460百万円には、セグメント間取引消去126百万円、のれん償却額△346百万円及び無

形固定資産・制作勘定の調整額２百万円、全社費用△242百万円が含まれております。なお、全社費用は、主に報

告セグメントに帰属しない持株会社に係る費用であります。

（2）セグメント資産の調整額△67百万円には、セグメント間取引消去△23,133百万円、のれん621百万円、全社資産

22,443百万円が含まれております。なお、全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない持株会社の資産であり

ます。　

（3）減価償却費の調整額△28百万円は、セグメント間取引消去であります。　

（4）持分法適用会社への投資額の調整額87百万円は、主に報告セグメントに帰属しない持株会社の投資額でありま

す。　

（5）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△20百万円は、セグメント間取引消去であります。　

２．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
２  地域ごとの情報

（1）売上高

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごと

の売上高の記載を省略しております。

（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

　

３  主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱電通 39,894
地上波放送事業、放送周辺事業、
ＢＳ放送事業

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
２  地域ごとの情報

（1）売上高

本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、地域ごと

の売上高の記載を省略しております。

（2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。

　

３  主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

㈱電通 40,334
地上波放送事業、放送周辺事業、
ＢＳ放送事業

㈱博報堂ＤＹメディアパー
トナーズ

12,761
地上波放送事業、放送周辺事業、
ＢＳ放送事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

(単位：百万円)

　
報告セグメント

全社・消去 合計
地上波放送
事業

放送周辺
事業

ＢＳ放送
事業

インターネット・

モバイル事業
計

減損損失 103 ― ― 498 602 ― 602

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

(単位：百万円)

　
報告セグメント

全社・消去 合計
地上波放送
事業

放送周辺
事業

ＢＳ放送
事業

インターネット・

モバイル事業
計

当期償却額 ― 63 ― 141 205 ― 205

当期末残高 ― 192 ― 1,274 1,467 ― 1,467

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

(単位：百万円)

　
報告セグメント

全社・消去 合計
地上波放送
事業

放送周辺
事業

ＢＳ放送
事業

インターネット・

モバイル事業
計

当期償却額 ― 63 ― 283 346 ― 346

当期末残高 ― 129 ― 492 621 ― 621

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

「ＢＳ放送事業」セグメントにおいて、㈱テレビ東京、テレビ東京ブロードバンド㈱及び㈱ＢＳジャ

パンによる３社を完全子会社とする共同持株会社設立に伴い、㈱ＢＳジャパンを完全子会社とする過

程において、負ののれん発生益を特別利益に計上しております。

　なお該当事象による負ののれん発生益の計上額は、16億５千４百万円であります。

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者の取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他
の関係
会社

㈱日本経済新
聞社

東京都
千代田区

2,500
日刊新聞
発行

被所有

直接

 33.0

当社放送番
組の宣伝広
告の掲載
本社屋の賃
借
役員の兼任

─ ―
差入保証金

(注)
1,278

上記の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

　(注)差入保証金については、近隣オフィスの賃貸相場を勘案し、交渉の上、決定しております。

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　

１　関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者の取引

連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る。)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

その他
の関係
会社

㈱日本経済新
聞社

東京都
千代田区

2,500
日刊新聞
発行

被所有

直接

 33.0

当社放送番
組の宣伝広
告の掲載
本社屋の賃
借
役員の兼任

─ ―
差入保証金

(注)
1,278

上記の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

　(注)差入保証金については、近隣オフィスの賃貸相場を勘案し、交渉の上、決定しております。
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(１株当たり情報)

　

　
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 2,225円39銭 2,268円08銭

１株当たり当期純利益金額 112円79銭 51円60銭

　
(注)１．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益(百万円) 2,694 1,388

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,694 1,388

　普通株式の期中平均株式数(千株) 23,888 26,907

　
３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 61,420 62,734

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 1,542 1,707

(うち少数株主持分) (1,542) (1,707)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 59,878 61,027

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(千株)

26,906 26,907

　

EDINET提出書類

株式会社テレビ東京ホールディングス(E24545)

有価証券報告書

 86/106



　

(重要な後発事象)

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

（重要な設備投資）

当社は、平成24年５月16日開催の取締役会において、下記の設備投資を行うことを決議いたしました。

１．目的

新たなスタジオと放送マスター設備の構築及びオフィス機能の集約による業務の効率化

２．設備投資の内容

(1) 移転予定地：東京都港区六本木三丁目

(2) 設備内容 ：放送マスター設備の更新とそれに伴う本社新社屋の整備

(3) 投資予定総額：投資総額は当社及び連結子会社全体で18,000百万円程度を見込んでおります。

３．移転時期：平成27年秋以降

４．当該設備が営業活動に及ぼす重要な影響

資金調達方法を含めた本社移転計画の詳細は現在策定中であります。

　

（重要な子会社等の株式の売却）

当社と当社の連結子会社である㈱テレビ東京は、平成24年５月30日開催の取締役会において、㈱テレビ

東京が保有する、同じく連結子会社であるエフエムインターウェーブ㈱株式の一部を㈱キノシタ・マ

ネージメントに譲渡することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結いたしました。

　また、同契約に基づき、平成24年６月20日に売却を完了いたしました。

１．売却の理由

 当社グループは「映像・放送」を核とし、地上波、ＢＳ波、ＣＳ波、ＦＭラジオ、インターネット、

モバイルなどあらゆるメディアを通じてコンテンツを視聴者に提供しています。平成26年にテレ

ビ東京開局 50 周年を迎えるに当たり、当社グループはさらなる成長を目指して、提供コンテンツ

を「映像」に特化することとし、「ＦＭラジオ」事業を譲渡することといたしました。

２．売却する相手会社の名称：㈱キノシタ・マネージメント

３．売却の時期：平成24年６月20日

４．当該子会社の名称、事業内容及び取引内容

(1) 名称 ：エフエムインターウェーブ㈱

(2) 事業内容 ：外国語超短波ＦＭ放送事業および放送番組制作等

(3) 取引内容 ：ラジオ広告枠の購入、テレビ広告枠の販売

５．売却する株式の数、売却価額、売却損益及び売却後の持分比率

(1) 売却株式数 ：315,000株

(2) 売却価額 ：582百万円

(3) 売却損益 ：約300百万円の特別利益を計上する予定

(4) 売却後の持分比率：10.00%
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】
　

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 100 2,600 0.68 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 ― ― ― ─

１年以内に返済予定のリース債務 193 566 1.17 ―

長期借入金(１年以内に返済予定のもの
を除く。)

5,000 ― ― ―

リース債務(１年以内に返済予定のもの
を除く。)

373 456 1.08
平成24年４月１日～
平成30年３月31日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 5,666 3,622 ― ―

(注)１　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総

額

区分
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 197 123 57 41

　

【資産除去債務明細表】
　

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当連結会計年度期首及び当

連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しておりま

す。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

　

（累計期間）
第１四半期

(自 平成23年４月１日

至 平成23年６月30日)

第２四半期
(自 平成23年４月１日

至 平成23年９月30日)

第３四半期
(自 平成23年４月１日

至 平成23年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日)

売上高 (百万円) 26,435 53,093 81,710 111,521

税金等調整前
四半期（当期）
純利益金額

(百万円) 695 1,422 2,450 1,765

四半期（当期）
純利益金額

(百万円) 254 710 1,192 1,388

１株当たり
四半期（当期）
純利益金額

(円) 9.47 26.41 44.32 51.60

　

（会計期間）
第１四半期

(自 平成23年４月１日

至 平成23年６月30日)

第２四半期
(自 平成23年７月１日

至 平成23年９月30日)

第３四半期
(自 平成23年10月１日

至 平成23年12月31日)

第４四半期
(自 平成24年１月１日

至 平成24年３月31日)

１株当たり四半
期純利益金額

(円) 9.47 16.94 17.90 7.28
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 25,134 20,008

前払費用 8 8

未収還付法人税等 3 926

繰延税金資産 5 7

その他 396 1,030

流動資産合計 25,547 21,980

固定資産

投資その他の資産

投資有価証券 － 300

関係会社株式 56,836 56,836

その他 75 75

投資その他の資産合計 56,912 57,212

固定資産合計 56,912 57,212

資産合計 82,459 79,192

負債の部

流動負債

短期借入金 100 2,600

未払金 198 751

未払費用 79 92

未払法人税等 18 16

未払消費税等 － 21

預り金 ※1
 26,314

※1
 18,514

流動負債合計 26,712 21,996

負債合計 26,712 21,996

純資産の部

株主資本

資本金 10,000 10,000

資本剰余金

資本準備金 7,700 7,700

その他資本剰余金 38,860 38,153

資本剰余金合計 46,560 45,853

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △190 1,964

利益剰余金合計 △190 1,964

自己株式 △621 △621

株主資本合計 55,747 57,195

純資産合計 55,747 57,195

負債純資産合計 82,459 79,192
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②【損益計算書】
（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成22年10月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

営業収益

関係会社受取配当金 － ※1
 2,692

経営指導料 ※1
 507

※1
 1,010

営業収益合計 507 3,702

営業費用

人件費 312 618

業務委託費 10 157

租税公課 54 38

賃借料 37 75

広告宣伝費 143 167

その他 148 195

営業費用合計 708 1,252

営業利益又は営業損失（△） △201 2,450

営業外収益

受取利息 8 31

その他 － 0

営業外収益合計 8 31

営業外費用

支払利息 ※1
 59

※1
 146

その他 0 0

営業外費用合計 59 146

経常利益又は経常損失（△） △252 2,335

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △252 2,335

法人税、住民税及び事業税 △56 △100

法人税等調整額 △5 △1

法人税等合計 △61 △102

当期純利益又は当期純損失（△） △190 2,437
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年10月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 － 10,000

当期変動額

株式移転による増加 10,000 －

当期変動額合計 10,000 －

当期末残高 10,000 10,000

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 － 7,700

当期変動額

株式移転による増加 7,700 －

当期変動額合計 7,700 －

当期末残高 7,700 7,700

その他資本剰余金

当期首残高 － 38,860

当期変動額

株式移転による増加 38,860 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △707

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 38,860 △707

当期末残高 38,860 38,153

資本剰余金合計

当期首残高 － 46,560

当期変動額

株式移転による増加 46,560 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △707

自己株式の処分 0 △0

当期変動額合計 46,560 △707

当期末残高 46,560 45,853

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 － △190

当期変動額

剰余金の配当 － △282

当期純利益又は当期純損失（△） △190 2,437

当期変動額合計 △190 2,154

当期末残高 △190 1,964

利益剰余金合計

当期首残高 － △190

当期変動額

剰余金の配当 － △282

当期純利益又は当期純損失（△） △190 2,437

当期変動額合計 △190 2,154

当期末残高 △190 1,964
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年10月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

自己株式

当期首残高 － △621

当期変動額

自己株式の取得 △622 △0

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △621 0

当期末残高 △621 △621

株主資本合計

当期首残高 － 55,747

当期変動額

株式移転による増加 56,560 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △707

剰余金の配当 － △282

当期純利益又は当期純損失（△） △190 2,437

自己株式の取得 △622 △0

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 55,747 1,448

当期末残高 55,747 57,195

純資産合計

当期首残高 － 55,747

当期変動額

株式移転による増加 56,560 －

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △707

剰余金の配当 － △282

当期純利益又は当期純損失（△） △190 2,437

自己株式の取得 △622 △0

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 55,747 1,448

当期末残高 55,747 57,195
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【重要な会計方針】

１　有価証券の評価基準及び評価方法

  (1) 子会社株式及び関連会社株式

      移動平均法による原価法によっております。

(2) その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

　
２　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  (1)消費税等の会計処理

      消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。

  (2)連結納税制度の適用

      連結納税制度を適用しております。

　
【追加情報】

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しておりま

す。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する資産及び負債

    区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりであります。

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

預り金 26,314百万円 18,514百万円

　
(損益計算書関係)

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。

　
前事業年度

(自  平成22年10月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

受取配当金 ―百万円 2,692百万円

経営指導料 507百万円 1,010百万円

支払利息 58百万円 133百万円

　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成22年10月１日　　至　平成23年３月31日）
　
自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 (株) ― 499,070 270 498,800

(変動事由の概要)
自己株式の増加は、取締役会決議に基づく自己株式の買付498,100株及び単元未満株式の買い取り
970株であり、自己株式の減少は、単元未満株主の買い増しによる処分であります。  　　

　

当事業年度（自　平成23年４月１日　　至　平成24年３月31日）
　
自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式 (株) 498,800 350 510 498,640

(変動事由の概要)
自己株式の増加は、単元未満株式の買い取り350株であり、自己株式の減少は、単元未満株主の買い
増しによる処分510株であります。  　　

　

(有価証券関係)

　
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

区分
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

(1) 子会社株式 56,748 56,748

(2) 関連会社株式 87 87

合計 56,836 56,836
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  ①　流動資産

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

繰延税金資産 　 　

　未払事業税 7百万円 6百万円

　未払事業所税 0百万円 0百万円

　貯蔵品 ―百万円 3百万円

繰延税金資産小計 7百万円 10百万円

評価性引当額 △2百万円 △3百万円

繰延税金資産合計 5百万円 7百万円

　
  ②　固定資産

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

繰延税金資産 　 　

　繰越欠損金 24百万円 67百万円

繰延税金資産小計 24百万円 67百万円

評価性引当額 △24百万円 △67百万円

繰延税金資産合計 ―百万円 ―百万円

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

法定実効税率 40.7％ 40.7％

（調整） 　 　

交際費等永久に損金に算入され
ない項目

△6.9％ 0.2％

受取配当等永久に益金に算入さ
れない項目

―％ △46.9％

住民税均等割 △0.2％ 0.1％

評価性引当額の増減 △10.7％ 1.9％

その他 1.6％ △0.4％

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

24.5％ △4.4％

　
３．法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律及び東日本

大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法が平成23年12月２

日に公布されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算(ただし、平成24年４月１

日以降解消されるものに限る)に使用した法定実効税率は、前事業年度の40.7％から、回収又は支払が見込

まれる期間が平成24年４月１日から平成27年３月31日までのものは38.0％、平成27年４月１日以降のもの

については35.6％にそれぞれ変更されております。

その結果、繰延税金資産の金額が0百万円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が0百万円増加

しております。

　
　

EDINET提出書類

株式会社テレビ東京ホールディングス(E24545)

有価証券報告書

 96/106



　

(１株当たり情報)

　

　
前事業年度

(自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 1,971円22銭 2,022円42銭

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額（△）

△6円69銭 86円19銭

　
(注)１．潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
２．１株当たり当期純利益金額又は1株当たり当期純損失金額（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成22年10月１日
至　平成23年３月31日)

当事業年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額（△）

　 　

　当期純利益又は当期純損失（△）(百万円) △190 2,437

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）
　(百万円)

△190 2,437

　普通株式の期中平均株式数(千株) 28,524 28,280

　
３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 55,747 57,195

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 55,747 57,195

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末
普通株式の数(千株)

28,280 28,280

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により

記載を省略しております。

　

　

【有形固定資産等明細表】

　該当事項はありません。
　
　

【引当金明細表】

　該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

ａ　資産の部

現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 ―

預金 　

当座預金 6,925

普通預金 583

定期預金 12,500

計 20,008

合計 20,008

　

関係会社株式

　

銘柄 金額(百万円)

㈱テレビ東京 43,468

㈱ＢＳジャパン 11,214

テレビ東京ブロードバンド㈱ 2,065

㈱日経ＣＮＢＣ 87

合計 56,836

　

ｂ　負債の部

預り金

　

区分 金額(百万円)

キャッシュ・マネジメント・システム預り金 18,514

その他 0

合計 18,514
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(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 該当事項はありません。

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・買増し 　

　　取扱場所
（特別口座）
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

　　株主名簿管理人
（特別口座）
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
みずほ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　手数料 無料

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典

　＜株主優待＞
　　○オリジナルクオカード（500円）
　　　　　⇒毎年3月31日現在で100株以上所有の株主全員
 
　＜株主企画＞
　　○公開放送番組への抽選招待（年２回）
　　　　　⇒毎年３月31日及び９月30日現在で100株以上所有の株主
 
　＜随時企画＞
　　○上記のほか、展示会、イベントなどの招待を随時企画する。
 

(注) １　当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができません。

①会社法第189条第２項各号に掲げる権利

②会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

③株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

④株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利

２　放送法に関連して、当社定款には次の規定があります。

定款第12条

当会社は、次の各号に掲げる者（以下「外国人等」という。）のうち、第１号から第３号までに掲げる者に

より直接に占められる議決権の割合と、これらの者により第４号に掲げる者を通じて間接に占められる議

決権の割合として総務省令で定める割合とを合計した割合が、当会社の議決権の５分の１以上を占めるこ

ととなるときは、放送法の規定に従い、外国人等の取得した株式について、株主名簿に記載または記録する

ことを拒むことができる。

①日本の国籍を有しない人

②外国政府またはその代表者

③外国の法人または団体

④前３号に掲げる者により直接に占められる議決権の割合が総務省令で定める割合以上である法人または

団体
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度　第１期(自　平成22年10月１日　至　平成23年３月31日)　平成23年６月27日関東財務局長に提出

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成23年６月27日関東財務局長に提出

　

(3) 四半期報告書及び確認書

第２期第１四半期(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)　平成23年８月11日関東財務局長に提出

第２期第２四半期(自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日)　平成23年11月10日関東財務局長に提出

第２期第３四半期(自　平成23年10月１日　至　平成23年12月31日)　平成24年２月９日関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成24年６月21日

株式会社テレビ東京ホールディングス
　

取締役会　御中

　
有限責任監査法人　トーマツ 　

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員 　公認会計士　　秋 　山　 卓 　司　　印

　 　 　
指定有限責任社員
業務執行社員 　公認会計士　　上 　坂 　健 　司　　印

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社テレビ東京ホールディングスの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結

会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等

変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注

記及び連結附属明細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社テレビ東京ホールディングス及び連結子会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社テレビ東

京ホールディングスの平成24年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、株式会社テレビ東京ホールディングスが平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制

は有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成24年６月21日

株式会社テレビ東京ホールディングス
　

取締役会　御中

　
有限責任監査法人　トーマツ 　

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員 　公認会計士　　秋 　山　 卓 　司　　印

　 　　
指定有限責任社員
業務執行社員 　公認会計士　　上 　坂 　健 　司　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社テレビ東京ホールディングスの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第２

期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の

注記及び附属明細表について監査を行った。

　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社テレビ東京ホールディングスの平成24年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事

業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)

が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

株式会社テレビ東京ホールディングス(E24545)

有価証券報告書

106/106


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)所有者別状況
	(7)大株主の状況
	(8)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(9)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1)株主総会決議による取得の状況
	(2)取締役会決議による取得の状況
	(3)株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4)取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況等
	(1)コーポレート・ガバナンスの状況
	(2)監査報酬の内容等
	①監査公認会計士等に対する報酬の内容
	②その他重要な報酬の内容
	③監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容
	④監査報酬の決定方針



	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書及び連結包括利益計算書
	連結損益計算書
	連結包括利益計算書

	③連結株主資本等変動計算書
	④連結キャッシュ・フロー計算書
	連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
	未適用の会計基準等
	追加情報
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
	関連当事者情報

	⑤連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	資産除去債務明細表


	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	重要な会計方針
	追加情報
	注記事項

	④附属明細表
	有価証券明細表
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表


	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

